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第2章 通信新時代の構築

第1節 社会経済の発展と通信

1基 幹 メデ ィアの普及 と国民生活への定着

(1)経 済計画,国 土総合開発計画と通信

戦後,我 が国では経済の変遷に即して種々の経済計画,国 土総合開発計画

が策定 されてきたが,こ れらの計画の中で,通 信は広 く国民経済的見地から

道路,鉄 道,港 湾等 と並んで産業活動の基盤を形成し,ま た,住 宅,公 園,

上下水道等 とともに国民の生活基盤を形成する社会資本 として位 置 付 け ら

れ,そ の整備拡充が図られてきた。

ここでは,こ れまでに策定された経済計画,国 土総合開発計画の中におい

て,通 信は社会資本 としてどのように位置付けられ,政 策 目標の達成にどの

ようなかかわ りを持 っているかなどについて概観することとする(第1-2

-1表 参照)。

ア.昭 和30年 代 経済高度成長期

この時期は,外 国からの援助や特需に支えられた状態からの脱却と完全雇

用,高 い経済成長を目標に,経 済 自立五ケ年計画,国 民所得倍増計画等が策

定される一方,都 市の過大化の防止 と地域格差の縮小に配慮しながら,地 域

間の均衡ある発展を図ることを目標に全国総合開発計画が策定された。

これらの計画の中で,通 信については,「電話を中心 とする近代的な 通信

施設の急速な拡充は,国 民経済および産業の近代化のための重要な前提であ

る」(国民所得倍増計画),「 今後経済規模の拡大に伴って需要が 増加するこ

とを考慮すると,交 通通信施設の整備を一層強化する必要がある」(中 期経

済計画),「電話の自動化,通 信の即時化を強力に推進する」(全 国総合開発計

画)等 とされている。このうち郵便については,経 済成長に伴って増加する
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第1-2-1表 経済計画,国 土総合開発計画における通信関連事項

経 済 計 画

名 称1 通信関連事項

墾森唇簸貧増袈1
備,資 材の措置
電気通信…①電話の増
設
②主要都市間の即時通
話化

年
度

経済自立
五ケ年計
画

(昭和31～35)

新長期経
済計画

(聰33)

電気通信…①加入者数
の増加と自動電話化
の促進 一二罵 礁一
②主要都市相互問の即
時通話化

郵便…①局内外施設の
機械化

灘 審雛 羅 鏡
(昭和36～45)②雛 率騰 醜

の促進
③自己資本の拡充努力

欝1欝 纂

経済社会
発展計画

(昭和42～46)

新経済社
会発展計
画

(昭和45～50)

郵便…①局内作業の機
械化
②郵便物の規格化
電気通信…①加入電話
の需給バランスの改

善②電
話の自動化,市 外電
話の即時化③
データ通信の推進
④合理的料金体系の確
立

電気通信…①電話普及
の促進

②データ通信,画 像通
信等新たなサービス
の拡充

③総合電気通信網の形
成

31

32

33

34

35

36

37

国土総合開発計画

名 称「 通信関齢 項

38全 国総合
開発計画
39(昭 和37
～45)

40

41

42

43

44

45

46

④合理的料金体系の確47
立

新全国総
合開発計
画

(昭和44～60)

電気通信…電話の自動
化,通 信の即時化

電気通信…①任意地点
間の情報伝達が常時
即時に可能な電話ネ
ットワークの整備
②データ通信のための
全国的な通信網の高
度化③多彩
な新規サービス

の実施

④通信衛星,世 界的海
底同軸ケーブル網の
完成

備 考

30.6電 話 加 入 数
200万 突 破

31.1ラ ジオ 受 信

契 約 数1,300万

突 破

33.5テ レ ビ ジ ョ
ン 受 信 契 約 数

lOO万 突 破

37.3テ レビジョ
ン受 信 契 約 数
1千 万突破

42.8全 県庁所在

都市相互間の自
動即時化完了
42.12テ レビジョ
ン受 信 契 約 数
2千 万突破
43.7郵 便番号制

度発足
43.8電 話加入数
1千万突破
44.3FM本 放送

開始

47.6電 話 加 入 数

2千 万 突 破

47.11デ ー タ通 信

等 の た め 公 衆 電

螺 線を搬 に
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経 済 計 画

名 称1 通信関連事項

経済社会
基本計画

(昭和48～52)

昭和50年
代前期経済
計画

(昭和51～55)

新経済社
会7力 年
計画

(堕蕊54)

1980年 代

経済社会
の展望と

指針

(鯉58)

郵便…①局舎設備の整
備
②機械設備の導入
③輸送力の拡充
電気通信…①住宅用電
話の一層の普及②
加入電話の積滞解消

③データ通信,画 像通
信の拡充 ・開発④電話料金

の合理化

電気通信…①加入電話

積滞の全国的規模に
おける解消

②データ通信,画 像通
信等の開発拡充

③信頼性の高い全国的
な通信網の形成

郵便…①局舎施設の改善整備

②郵便作業の機械化
③輸送方式の近代化
電気通信…①加入電話
の需給均衡の維持

②データ通信,画 像通
信,移 動通信等の施
設の拡充
③加入区域の拡大,地
域集団電話の一般加
入電話への変更等の

推進
④災害時における電気
通信サービス確保の
ための諸施策の推進

⑤電波障害対策の検討

電気通信…①加入電話
等の需給均衡維持

②データ通信,画 像通
信,移 動通信サービ
ス施設の一層の拡充

③既存通信網のディジ
タル化等高度な情報
通信システムの形成

年
度

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

瓦

～
65

国土総合開発計画

名 称 通信関連事項

第三次全
国総合開
発計画

欝)

郵便,電 話,放 送等基
幹 メディアの整備拡充
及び新たな メディアの
開発 とネットワークの
形成
電気 通 信…①経 済 活
動,医 療,教 育,福
祉,防 災,流 通等の
分野における通信ネ
ットワークの拡大
② ファクシミリ,移 動
通信,映 像通信等高
度な機能を持つメデ
ィアの拡大及びディ
ジタルデータ網,通

信衛星等によるネッ
トワークの形成

③伝送路の多ルー ト化等通
信施設の安全性

の強化

④情報の地域的格差の是
正

⑤国際通信網の整備

備 考

50.8電 話加入数
3千万突破

53.12テ レビジョ
ン音声多重実用

化試験放送開始

56,12電 話 加入数
4千 万突破

57.9テ レ ビジ ョ
ン受 信 契 約 数

3千 万突 破

57,12テ レビジョ
ン音声多重本放

送開始
58.IOテ レビジョ
ン文字多重実用

化試験放送開始

経済企画庁,国 土庁等資料により作成
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郵便物に応じた人員,設 備,資 材を措置する。経営合理化を図るとされ,電

気通信については,戦 争により打撃を受けた施設を復旧 ・整備するとともに

ひっ迫した電話の需給関係を改善する。設備投資促進のため自己資本を拡充

するとされている。

30年代においては,お りからの神武景気,岩 戸景気等による経済成長によ

り電話需要が大きく伸びる一方,多 年にわたる投資不足 も重な り電話の需給

関係は極度にひっ迫していた。 このため,電 電公社では"す ぐつ く電話",

"す く・つながる電話"を 二大 目標に
,設 備投資資金を 確保するため電信電話

債券制度を設け,今 後の電話需要に対応できるよう電話局舎の建設,設 備の

近代化,基 幹回線の大容量化等を中心に行い,39年 度末までに約1兆5千 億

円を投資した。 これにより電話加入数は30年 当時約220万 であった ものが39

年度末には630万 まで伸びるとともに,39年1月 には東京一大阪間の自動即

時化を実施するに至った。

なお,28年 に設定 した1度 数当た りの通話料金7円 は,そ の後 の技 術 革

新,電 話需要の増加によるスケールメリッ ト等により,51年 に10円 に改定す

るまで23年 間据え置かれた。

イ.昭 和40年代一 経済社会発展期

この時期は,経 済成長を維持 しつつ,社 会資本の整備,社 会保障の充実等

経済の発展と調和のとれた社会の形成を 目標に経済社会発展計画,経 済社会

基本計画等が策定される一方,自 然の恒久的な保護 ・保存,開 発可能性の全

国土への拡大 ・均衡化等の課題の調和による人間のための豊かな環境の創造

を 目標に新全国総合開発計画が策定 された。

これらの計画の中で,通 信については,「経済の発展 と国民生活の 向上に

伴い……情報の適確迅速な交換 も必要になってくる」(経 済社会発展計画),

「国土利用の再構成をはかるため,そ の基礎的条件 となる全国通信網を整備

する」(経済社会基本計画),「 新 しい情報化社会を迎えて,……全国的な通信

網・交通体系の合理的整備によって,全 国土をおおう新ネットワークを計画

的に形成する」(新 全国総合開発計画)等 とされている。 このうち郵便にっ
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いては,作 業を機械化するため郵便物の規格化を図る。機械設備を導入する

とされ,電 気通信については任意の地点間で常時,即 時に情報伝達ができる

ような電話ネットワークを整備する。データ通信,画像通信を拡充,開発 し,

通信の高度化を図る。住宅用電話を中心に一層の電話の普及を図るとされて

いる。

40年代においては,郵 便は,設 備の近代化を図り増大する郵便物を効率的

に処理するため,43年 に郵便番号制度を取 り入れ,郵 便番号自動読取区分機

を開発 ・導入したのをはじめ各種郵便処理機械を導入 した。

電話は需要の増大,新 しい技術の進展等を背景に住宅用電話を中心に架設

を進めた結果,49年 度末には 住宅用電話比率約60%,加 入電話総数約3千

万,ダ イヤル自動化率99%と,電 話はいよいよ国民生活に身近な通信手段と

なった。 さらに,社 会経済の発展とともに,通 話以外の電気通信サービスの

高度化ニーズも顕著になったため,46年 に公衆電話網を一般に開放 し,フ ァ

クシミリ通信を行えるようにしたほか,デ ータ通信サービスとして,全 国銀

行データ通信システムや 地域気象観測システム(AMeDAS)等 のサービス

が開始されるなど電気通信は経済活動の効率化,国 民生活の利便性の向上等

に大きく寄与するようになった。

このような電気通信設備建設のため,40年 代では30年代の5倍 強に当たる

7兆6千 万円が投資された。

ウ.昭 和50年 代 新しい安定成長期

この時期は,内 外経済環境の変化に対応 しつつ安定成長路線への定着を図

り,技 術革新の進展等に伴う産業構造の高度化等経済社会の新たな展開に備

えることを目標に,新 経済社会7力 年計画,1980年 代経済社会の展望と指針

等が策定される一方,人 間と自然との調和のとれた安定感のある健康で文化

的な人間居住の総合的環境の計画的整備を 目標に,第 三次全国総合開発計画

が策定された。

これらの計画の中で,通信については,「情報,通 信分野での技術革新の進

展及び トータルな情報通信システムの形成が高度情報社会へ向けての変化を
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生むことになろう」(1980年代経済社会の展望 と指針),「 定住構想を達成する

ためには通信体系のネ ットワーク形成が不可欠であり,情 報の持つ重要性を

認識 しつつ,情 報の一層の高度化,大 量化に対応 してその媒体である通信体

系を計画的に整備する必要がある」(第三次 全国総合開発計画)と されてい

る。 この うち郵便については作業の機械化を推進 し,郵 便輸送方式の近代化

を図るとされ,電 気通信に ついては電話の需給均衡を維持する。 データ通

信,画 像通信及び移動通信サービスの施設を一層拡充 し,多 様な情報ニーズ

にこたえる。既存通信網のディジタル化,統 合化を順次進め高度な情報通信

システムを形成するとされている。

50年代においては,郵 便は利用者ニーズにこたえ郵便物のスピー ドア ップ

を図るため自動車輸送主体の新 しい郵便輸送システムを導入 した。電気通信

については,50年 代に入ってか らも積極的な設備投資を行い,そ の額は58年

度までの9年 間に40年 代の約2倍 に当たる14兆6千 億円を投資 し,30年 代以

降の累計は23兆7千 億円となった。 こうして,53年 度末までには全国的 レベ

ルに よる積滞解消,ダ イヤル自動化が完了し,国 民の基本的な通信手段とし

ての電話を整備した。以後電話は国民生活の必需品として量的拡大から質的

充実を目指し,通 話機能以外にもニーズに沿った多種多様な機能を備えた電

話機を開発 ・導入していくこととなる。通話サービス以外でも,電 話網利用

に比べて通信料が安く多彩なサービス機能を備えたファクシミリ通信網,種

々のデータ通信システムの効率的な結合を可能にするVAN(付 加価値通信

網)が 導入され,さ らに,双 方向で随時,任 意に画像情報を検索で きるキャ

プテンが59年11月 から商用化されるに至っている。

このように,50年 代は基幹メディアに代わ って多様かつ高度な新 しい メデ

ィアが次々と登場してきた時期 といえ,こ の傾向は今後とも一層強まるもの

と予想される。 このような状況において,こ れらのメディアをいかに利用者

のニーズに合致させ,国 民の間に普及させてい くかが今後の大きな課題 とな

っている。
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(2)基 幹メディアの整備拡充と国民生活への定着

今 日,我 が国の郵便,電 話,放 送 といった基幹メデ ィアは,企 業,個 人等

の情報ニーズの増大を背景に,相 次ぐ技術革新や通信事業者の経営努力の結

果全国に普及し,経 済活動の効率化,国 民生活の利便性の向上等に大きな役

割を果たしてきた。第1-2-2図 は,100人 当た りの郵便利用通数,電 話

加入数及びNHK放 送受信契約数についてその推移をみたものであるが,近

第1-2-2図 基幹メディアの100人 当た り普及状況の推移
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郵政省,電 電公社,NHK資 料 により作成

(注)郵 便は総引受郵便物数,電 話は加入電話等加入数・放送はNHKの 放送受信

契約数を基に算出
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年においてはいずれ もその成長が鈍化してきてお り,こ のことは,こ れらの

基幹メデ ィアがほぼ成熟の域に達したことなどによるものと考えられる。

ア.郵 便

現物性,記 録性,大 量性,経 済性等の面で優れた特性を持つ郵便は,国 民

の日常生活に必要不可欠な基本的通信手段として,社 会的,経 済的に重要な

役割を果たしている。

30年 度に戦前の水準(昭 和9～11年 度平均)の48億 通に回復 した郵便物数

は,そ の後,経 済変動,料 金値上げ等の影響を受けたものの,着 実に増加 し

て,42年 度には100億 通を突破,58年 度においては162億通 と過去最高を記録

している。

郵政省では増加する郵便物の正確,安 全,迅 速な送達を確保するため,こ

れまでも,郵 便物の規格化,郵 便番号制の導入,郵 便番号 自動読取区分機の

開発配備,機 械化集中処理局の建設,航 空機搭載対象郵便物の拡大,あ るい

は集配作業の機動化等,一 連の近代化施策を実施し,作 業の効率化及び送達

速度の安定化,迅 速化を図ってきた。

しかしながら,こ の間の物数の動向をみた場合,30年 代では平均7%,40

年代では同4%,50年 代に入ってからは2%程 度と,経 済の安定成長への移

行等もあって,増 加基調にあるものの次第にその伸びは低下してきている。

このような状況を踏まえ,今 後とも郵便の健全な経営を維持 してい くため

には,高 度化 ・多様化した利用者の一一ズにマッチした良質なサービスを提

供 し,徹 底した事業運営の効率化を図ることが必要である。このため,郵 政

省では,59年2月 に郵便輸送システムを改善し,全 種別郵便物の県内翌 日配

達等大幅なスピードア ップを図り,同8月 には,業 務用郵便等のスピー ド志

向に更にこたえるためビジネス郵便制度の拡充改善,同10月 には,電 気通信

手段を活用した電子郵便実験サービスの全国実施等積極的な改善措置を講 じ

ている。

イ.電 話

第二次大戦によって壊滅的な打撃を受けた電気通信施設の復興を図り,我
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が国経済の立ち直 りに寄与するとともに国民の強い電気通信に対する一一ズ

にこたえるため,27年 に政府運営の長所 と私企業の長所を取 り入れた公共企

業体として電電公社が設立された。

電電公社では,発 足以来今日まで数次にわたる電信電話拡充計 画 を 実 行

し,「電話の積滞解消とダイヤル自動即時化」,い わゆる 「す ぐつく電話」,

「す ぐつながる電話」の二大目標を実現 した。

す ぐつく電話を目指 して,第 一次5か 年計画をはじめ,第 二次,第 三次と

拡充計画を積み重ねたが,お りからの好景気に伴い電話の需要は目覚ましく

申込積滞数は増大する一方となり,第 三次の最終年度(42年 度)に は140万

加入の新規電話架設を行ったがその年の積滞数は242万 加入となるなど需給

改善には程遠い状況であった(第1-2-3図 参照)。 拡充計画を 更に進め

た結果,積滞数 も45年度末の291万 加入をピークにそれ以降は急速に減少し,

第五次の最終年度(52年 度)末 には15万9千 加入とな り積滞解消の 目標をほ

ぼ実現するに至った。

す ぐつながる電話を目指 して,第 二次まで大都市中心に市外通話の即時化

を進めてきたが,第 三次以降はこれを全国に拡大することとし,こ の結果,

第三次の最終年度(42年 度)末 には市外通話の即時化率は96%,市 外ダイヤ

ル化率は84%ま で向上 した。第四次,第 五次とも引き続きす ぐつながる電話

の実現に努め,54年3月14日,東 京都利島,沖 縄県南大東島,北 大東島にお

ける自動化を最後に全国のダイヤル自動化が完了し今 日に至っている。

第1-2-4図 は事務用電話と住宅用電話の普及状況をみたものである。

我が国の電話は長い間企業を中心に普及してきたが,近 年における所得水

準の向上,生 活の快適性 ・利便性志向等により住宅用電話は爆発的 に 普 及

し,47年 度に事務用電話と住宅用電話の構成比が逆転 して以来その差は更に

拡大する傾向にある。また,人 口100人 当た りの加入電話の普及状況をみる

と,30年 度末で2.4加 入であったものが30年代後半以降飛躍的に伸び,58年

度末には35.8加 入に至っている。

このように電話は国民生活に不可欠なメディアとして定着しているが,近
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第1-2-3図 一般加入電話の需給状況の推移
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第1-2-4図 事務用電話,住 宅用電話の加入数の推移
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年は これまでの ようにただ単 に通話がで きれ ぽ よい とい う状態か ら,よ り便

利かつ高度な機能を備 えることが求め られてお り,こ れ に対 しては プ ッシ{

ホ ン,ホ ームテ レホ ン,ビ ジネスホン,シ ルパーホン,盲 人用 ダイヤル盤,

カ ー ド公衆電話等のサー ビスを提供 している。

我が国経 済社会 は今後成熟化,高 齢化等へ と進 むにつれて電気通 信サ ー ビ

スに対する国民のニーズ も多様化す ることが予想 され,電 話について もこの

よ うな_一 ズに柔軟かつ的確に対応 してい くことが必要であ る。
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ウ.放 送

我が国の放送は,25年,い わゆる電波3法(電 波法,放 送法,電 波監理委

員会設置法)が 制定 された ことにより,公 共放送 と民間放送の二系列が併存

する今 日の放送体制が確立 された。

中波放送については,早 くか ら代表的な音声 メディアとして国民の間に普

及 してきた。 この放送は一部にはなお難聴の問題 もあるが,近 年の技術の進

展による受信機の小型化,低 廉化,モ ータリゼーションの進展等 に よ る ほ

か,利 用老のニーズに合わせた放送を行 うことにより幅広く根強い人気を保

ち今日に至っている。

FM放 送については,音 質の良い放送をステ レオで聞 くことができること

から,国 民の期待 も大 きく,郵 政省では43年 以降全国で聴取することができ

るようにその普及を図ってきた。NHKのFM放 送については,49年 度末ま

でに全国で聴取できるようになった。県域放送を原則とする民間のFM放 送

については,59年9月 末現在で34都道府県について放送が実施できるように

周波数の割当てを行い,既 に11の都道府県で放送が実施されており,他 の県

についても順次放送が実施され ることになっている。また,周 波数の割当て

が行われていない13県 についても,で きる限 り早期に放送が実施できるよう

所要の検討を進めることとしている。

テレビジョン放送は,28年 に東京で放送が開始された。郵政省ではテレビ

ジョン放送を全国に普及させるため,VHFチ ャンネルのみが利用可能であ

った30年 代には,東 京,大 阪等の大都市を中心にNHKの ほか複数の民間放

送が併設できるよう措置した。また,UHFチ ャンネルの利用が可能となっ

た40年 代初頭からは,NHKの ほかに全国で2チ ャンネル以上の民間放送が

視聴できるよう措置してきた。さらに,民 間放送の全国2チ ャンネル化がほ

ぼ達成された43年 からは,各 地域の状況を考慮 しながら,順 次3チ ャンネル

以上の多局化を進めてきてお り,そ の結果,現 在では全国30都 道府県で3チ

ャンネル以上の民間放送が視聴できるようになっている。

一方,多 局化 と並行して,テ レビジョン放送の難視聴解消等を図るため,
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中継局 に対 し周波数の割当てな どを行 ってきてい る。

また,60年 度 の開校に向けて現在種 々の準備を進めている放送大学につい

て も,授 業実施予定地域で放送が実施で きるよ うに,57年 に周波数の割当て

を行 ってい る。

この結果,中 波,FM,テ レビジ ョン放送等の放送 局数 は,放 送関係の実

用化試験局等を含めNHK9,838局,民 間放送125社9,834局 に な った。

NHKは,33年 度 か ら置局の拡充,放 送番組の充実等を内容 とす る第1次

5か 年計画,37年 度 か ら総 合 ・教 育テ レビジ ョンの全 国放送網 の早期達成等

を内容 とす る第2次5か 年計画を策定 し,第2次 計画の終 了 した42年 度末に

は総合 ・教育 と もカバ レージは95.5%に 達 した。 置局はその後 も難視聴地域

の解消 を 目指 して続けてお り,58年 度末現在,辺 地における難視聴世帯数は

42万 世帯 にまで減少 した。

テ レビジ ョン放送は即時性 ・娯楽性 を持つ上に,こ の ような施策 とあいま

って今 日で は国民生活に深 く浸透 してい る。 テ レビジ ョソの普及過程をNH

Kの 受 信契約数でみ ると,テ レビジ ョンはスター ト直 後の30年 頃 は大都市中

心 で契約数 もラジオ と比較 にな らなかったが,そ の後 の我 が国経済の急速な

発展 と技術革新に よる受像機の低廉化,34年 の 皇太子御成婚,39年 の東京オ

リソ ピック等社会的な ビ ッグイベ ン トが受像機購入に決定的 なインパ ク トを

与え るとともに,35年 の カ ラー放送実施 とあいまって,36年 度 末で1千 万件,

42年 度 末で2千 万件,57年 度末 で3千 万件を超え58年 度末 には3,080万 件 に

達 した。

第1-2-5表 は35年 か ら55年 までの20年 間 の国民 の1日 の生活行動 別平

均時間量の推移をみた ものであるが,ラ ジオ,テ レビジ ョンに接す る時間は

55年 には4時 間2分 と余暇時間全体 の60%を 占めている。 また,テ レビジ ョ

ン視聴時間は35年 当時1時 間1分 であった ものが55年 には3時 間25分 と な

り,他 の生活行動 時間が比較的安定 した推移を示 しているのに比べて際立っ

た増加を示 してお り,生 活時間 の中で大 きな ウェイ トを占めてい ることがわ

か る。
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第1-2-5表1日 平均国民生活行動別時間量の推移

(単位:時 間,分)
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(注)1.各 項 目の1日 平均時間は,平 日,土 曜日,日 曜日の各時間を加重平均し

たものである。

2,同 一時間帯に二つ以上の行動を並行 して行っている場合があるので,全

行動の数字を合計すると24時 間を超えることがある。

この ように,放 送は国民に対す る基幹的な情報 提供手段 として社会的 に大

きな影響を有す るとともに国民生活に必要不可欠な もの とな ってい る。 この

ような状況 の下 にあっては,国 民の放送サ ービスに対す る多様かつ高度 な ニ

ー ズに こたえるため ,近 年の技術革新の成果を活 用 し,新 たな放送サ ー ビス

の開発 ・導 入を図ってい くことが必要であ る。

2情 報化の進展 と技術革新

郵便,電話,放 送といった基幹的な通信 メディアは国民生活に深 く浸透 し,

ほぼ成熟段階に達しているが,他 方では新 しい通信メデ ィアが登 場 す る な

ど,通 信の分野では大きな変化が生じている。ここでは,こ の背景 として,

情報化の進展と通信関連技術の急速な発展について概観することとする。
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(1)情 報化の進展

社会経済の発展や成熟化の中で,国 民の意識 ・価値観が多様化 してくるに

つれて,あ るいは,産 業 ・行政等の分野で資源 ・エネルギー等の限られた経

営資源を効率的に利用する必要性の高ま りなどを理由として,社 会経済のあ

らゆる分野で情報に対する一一ズが高度化 ・多様化するとともに,情 報の価

値や情報への依存度が高まってきている。

ア.産 業の情報化

産業の分野において,各 企業が生産部門だけでなく事務 ・管理部門をも含

めて業務の合理化 ・省力化を図るため,あ るいは,高 度化 ・多様化する消費

者ニーズに対応した商品開発体制を確立するためなどの理由により,情 報化

についての積極的な取組みがみられ る。

企業では生産部門,販 売 ・流通部門あるいは事務 ・管理部門において,作

業 ・業務等の効率化を図るため,コ ンピュータ,ワ ード・プロセ ッサ,フ ァ

クシ ミリ等の情報処理機器,事 務機器等の導入を進めている。また情報を迅

速に伝達 し処理するため,通 信に対するニーズも高度化 ・多様化しつつ増大

してお り,こ のため,各 種情報関係機器をシステム化するとともに各部門を

結ぶ情報通信のネットワーク化を進めている。

近年では,販 売情報を的確に把握 し市場開発や商品企画を早期に行い,ま

た,受 発注業務の効率化等を図るため,企 業内利用を超えて製造業 ・小売業

・運送業等の関連企業間を結ぶ,生 産 ・流通 ・販売ラインのネットワーク化

が進め られている。

金融機関では,早 くからコンピュータやデータ通信システム等の導入を進

めてきたが,近 年では,取 引先とのネ ットワークを構築 し,残 高照会,自 動

振替等の事務作業の効率化のみならず,情 報提供等の付加サービスの提供並

びに資金移動取引が行えるエ レク トロニック・バンキング化が進んでいる。

産業の分野では,金 融業,製 造業,運 送業等業界を結ぶネットワークや,

ホームバンキング,ホ ームショッピングのような企業と家庭を結ぶネ ットワ

ークが形成されていき,今 後,情 報化が一層進展 してい くものと予想 される。
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第1-2-6図 救急医療情報システムの概念図
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イ.社 会の情報化

社会の分野においては,社 会の多様なニーズにこたえ国民福祉の向上に資

するため,行 政,医 療,教 育等多くの分野で情報化が進展している。

特に,行 政の分野では,住 民サービスの向上や住民の安全を確保する観点

か ら,行 政情報システム,防 災用通信システム,公 害監視システム等のデー

タ通信システムが導入されている。

また,医 療の分野では,国 民の健康維持に資す るため救急医療情報システ

ム,へ き地医療情報システム,腎 移植情報システム等のデータ通信システム

が導入されている。この うち救急医療情報システムは,病 院 ・診療所等の医

療機関及び血液センタ等に端末装置を設置 し,急 病 ・交通事故あるいは緊急

災害等の場合に備えて,診 療の可否,空 ベ ッドの有無,手 術の可否,血 液血

清の有無等,救 急医療に必要な情報を常時把握するシステムであり(第1-

2-6図 参照),51年 度に神奈川県に導入されたのをはじめ,58年 度末現在
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第1-2-7表 救急医療情報システムの導入状況

扇調 」 導 入 府 県 名

51

52

53

54

55

56

57

58

神奈川

千葉

愛知,宮 城

大阪,奈 良,広 島,滋 賀,長 崎,熊 本,新 潟

栃木,兵 庫,山 口

高知,京 都,岩 手,佐 賀,和 歌山

三重

岐阜

電電公社資料による。

21府 県に導入され ている(第1-2-7表 参 照)。

ウ.家 庭の情報 化

家庭の分野では,生 活 の合理 化,余 暇 ・生活の充実 とい った ニーズに よっ

て情報化が進んでいる。 このニーズは,核 家族 化の進展や女性 の社会進 出あ

るいは余暇時間の増大の中で,よ り強 まると考え られ る。 このため,電 話,

テ レビジ ョン受像機等の普 及に続い て,ホ ームシ ョッピング,ホ ームパ ンキ

ン グ,ホ ームセキ ュ リテ ィ等 の新 しいサ ー ビスについて も次第 に普及 し,情

報化が更に進展する もの と考 えられ る。

今後,新 しいサ ー ビスを普及させ,家 庭におけ る情 報化を進展 させ るため

には,端 末機器の購入価格,利 用料金 の低廉化を図 ってい くとともに,情 報

内容 ・サ ー ビス内容を充実させてい くことが重要であ る。 また,そ の利用に

当た って も,法 制度上の問題(関 連法令 との調整 の必要性)の 解決等を 図っ

てい く必要があ る。

なお,公 衆通信網,CATV,放 送 電波等 の通信 メデ ィアについて,電 話,

テ レビジ ョン受像機等の情 報通信機 器を家庭 内で 自由に接続で きる家庭 内情

報通信路(ホ ームバ ス)の 標準化等の検討 を進め てい るが,こ のホームバ ス

の設備 は家庭 におけ る情報化の進展に有 効な手段 とな るもの と考 え ら れ る

(第1-2-8図 参 照)。
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第1-2-8図 ホームバスの概念図

＼

ホームバ冬 情報コンセン ト

防
犯
ス
イ
ツ

チ

煙 パ

覆)1。 σコ

イ
ン
タ
i
ホ
ン

写
0

皿
ノメ∫～
エ ア コ ン

テ
レ
ビ

ロo

ガ カ

轟嬉 肇
i

o ド
ア
ホ
ン

ホームバスコン トロー ラ

第1-2-9表 通信関連技術の発展

区 別

通 信 ネ ッ ト ワ ー ク

通構
信
誠
ト

ワ要

i

ク

の 素

端 末 機 器

交 換 機

伝 送 路

有線

無線

30年 代

・電 話 網

(ア ナ ロ グ)

・電 話 機

・ク ロ ス バ 交 換 機

・同 軸 ケ ー ブ ル

・マ イ ク ロ 波

60年 代

ll舗 一
(デ ィ ジ タ ル)

・電 話 機

・デ ー タ端 末,コ ン ピ ュ

ー タ

・画 像 端 末

・デ ィ ジ タ ル 交 換 機

・光 フ ァイ バ ケ ー ブ ル

・マ イ ク ロ 波

・衛 星 通 信
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(2)通 信 関連技術の発展

近年,通 信関連技 術の発展 には著 しい ものがある。第1-2-9表 は,通

信関連技術の発 展についてその変遷 をみた ものであ り,通 信 ネ ッ トワークに

ついてはデ ィジタル技術,そ の構成要素については光 フ ァイバ ケーブル,衛

星通信,デ ィジタル交換機等 の新 しい技術が出現 してきてい る。

通信 ネ ットワークの進展 に寄与 した技術の基礎 となるのは,LSIに 代 表 さ

れ る素子技 術である。 コン ビ語一タや通信機器 の小型軽量化のみな らず,高

速 化 ・大容量化 ・低価格化 ・高信頼化に大 きく貢献す るとともに,従 来 のア

ナ ログ技術 に代わ ってデ ィジタル技術を経 済的に実現す る原動力 となった。

デ ィジタル技術を通信 ネ ッ トワークに適用す る場合の利点は,① 機器 の小

型化,低 コス ト化 が期待 できる,② 交換機 と伝送路の一体化に よ リシステム

全体 の経済化が図れ る,③ 雑 音や減衰歪 の距離に よる累加がな くな り,通 信

品質の向上 が図れ る,④ 冗長度の抑圧,蓄 積交換に よる情 報の処理 ・加工が

容易 とな り,多 彩なサー ビスの提供やサ ー ビスの高度化が可能 とな る,⑤ 音

声,デ ータ,画 像等の各種情報 を総 合 的 に 扱 うサー ビス総合 ディジタル網

(ISDN)へ の 発展が期 待で きるこ とであ る。

第1-2-10図 各種ケーブルの1管 路当たりの伝送容量と中継距離
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通信ネットワー一クを構成する要素の技術についてみると,ま ず光ファイバ

ケーブル伝送技術は,伝 送媒体である光ファイバが有する細径 ・軽量等の物

理的特徴と低損失,広 帯域,無 誘導,無 漏話等の優れた伝送特性を持ってい

る(第1-2-10図 参照)。 現在,電 話換算で5,760チ ャンネルの回線容量を

もつ方式が実用に供されているほか,さ らに4倍 の容量をもつ方式の開発 も

進められている。このため,従 来の平衡対ケーブルや同軸ケーブルを用いた

伝送技術では経済性及び伝送特性の点から発展が妨げられてきた多 くの広帯

域伝送サービスも,今 後発展が可能となる。

58年2月 及び8月 に打ち上げられた実用通信衛星CS-2a,2bに より,

我が国も衛星通信の実用化時代を迎えた。衛星通信技術は,従 来の地上の伝

送技術(同 軸ヶ一ブル,マ イクロ波)に 比して,自 然災害に対す る高 信 頼

性,サ ービスエ リアの広域性,回 線作成の迅速性,回 線運用の柔軟性等数々

の特長を有してお り,そ の特長を生かした利用形態は広範囲にわたる。CS

-2の 回線容量は電話換算で約4千 チャンネルであるため ,衛 星の大型化と

搭載機器の軽量化 ・高度化を通 して全体のコス トダウンと回線容量の大容量

化に向けて開発が進められている。

デ ィジタル交換技術は,デ ィジタル伝送技術と一体 となってネットワーク

第1-2-11表 端末機能の高度化

区 別 概 要

入 出 力 機 能

通 信 機 能

データ処理機能

・各種けん盤入力装置の開発

・ノンインパ クト型プリンタ(イ ンクジェット,サ ーマル,レ ー

ザ等の開発)

・漢字入出力の実用化,光 学文字読取機器の低価格化,音 声入出

力の実用化

・フラットパネルディスプレイの大型化

。フ ォー マ ッ ト変 換 ,コ ー ド変 換,プ ロ トコル 変 換 等 の 通 信 処 理

機 能 の 内 蔵

・マンマシン ・イソタフェイス改善のための各種処理(画 像処理,

文字認識,音 声確認,オ ペレータガイダソスの充実)

・情報の処理 ・加工(文 書編集,各 種演算)
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通信ネ ットワークの通信処理

フ ァ ク

シ ミ リ
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速度変換
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1ン1 ンl

r拷 換 口
L__」[__」プ

ロ トコル 変 換

音声 の

コー ド

電電公社資料による。

B分 機 デ_タ ベ _ス 変換

セ ンタ メデ ィア変換

図 形[面

文 字.....

全体の経 済化及 び通話品質 の向上に寄与 し,ま た効率 よ く回線を使用 で きる

特長を有す る。 さらに,高 速非電話サ ービスの提供あ るいは電話 と非電話サ

ー ビスの同時提供 の ようなサ ー ビス面 での利便 向上 も可能であ る。

端末機器 につ いて は,そ の基本機能である入 出力機能,通 信機能,デ ータ

処理機能 が高度化 して きてお り,ソ フ トウ占アに よるイ ンテ リジェン ト化が

進展 してい る(第1-2-11表 参照)。

また,通 信 ネ ッ トワークのデ ィジタル化 に伴 って,デ ィジタルデータ交換

網,フ ァクシ ミリ通信網等の よ うに,ネ ッ トワークそ のもの も通信処理機能

等 を有 し,各 種端末機器相互間の接続 が可能に なって きている(第1-2-

12図 参 照)。

通信関連技術は今後更に発展 してい くものと予 想され,通 信 メデ ィアの高

度化 ・多様化が一層進展 してい くもの と考え られ る。

第2節 通信 メデ ィアの新 たな展 開

情報化の進展や通信関連技術の著 しい発展を背景として,近 年,第1-2
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第1-2-13表 新Lい 通信メディアの動向

年 月 内 容

57年10月

58年2月

6月

8月

10月

59年1月

5月

7月

9月

11月

中小企業VAN制 度創設

CS-2a打 上げ

小笠原～本土間衛星通信開始

CS-2b打 上 げ

文字多重放送(試 験放送)開 始

BS-2a打 上げ

衛星放送(試 験放送)開 始

新ファクシミリ通信網サービス開始

INSモ デルシステム実験開始

キャプテン商用サービス開始

一13表 のように新 しい通信メデ
ィアが次々と実用化されている。本節ではこ

のように進展著 しい通信メディアの実用化や研究開発の状況等について概述

する。

1実 用化時代を迎えた宇宙通信

(1)宇 宙通信の概要

58年2月 及び8月 に実用通信衛星 「さくら2号 」(CS-2)が,59年1月

に実用放送衛星 「ゆ り2号 」(BS-2)が 打ち上げられた ことにより,我 が

国では衛星通信 ・衛星放送の本格的な実用化時代を迎えることとなった。

CS-2及 びBS-2の 概要は第1-2-14表 のとお りである。

衛星通信や衛星放送は,一 挙に日本全国をカバーできること,地 上の自然

災害に影響されないこと,地 形,建 物等による障害を克服できること,広 帯

域通信,広 帯域放送が可能であることなど,優 れた特質を有してお り,地 上

系システムとは異なる新 しいメデ ィアとして一層発展 していくものと予想さ

れている。

(2)宇 宙通信の現状と今後の動向

ア,衛 星 通 信

CS-2は 地上系回線の補完的利用を中心に,災 害時の通信の疎通を図る
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CS-2及 びBS-2の 概要

区 別 CS-2 BS-2

目 的

静止軌 道 位 置

重

(静止軌道上初 期 重量)

量

トラン ス ポ ン ダ数

伝 送 容 量

空 中 線 電 力

サ ー ビ ス エ リ ア

通信衛星に関する技術開発

国内公衆通信

公共業務用通信

CS-2a東 経132度

CS-2b東 経136度

347kg

8台(マ イ クロ波 帯2台,準

ミ リ波 帯6台)

電 話 換 算 約4,000チ ャン ネ

ノレ

マ イ ク ロ波 帯2,8W以 上

準 ミ リ 波 帯2.5W以 上

マイクロ波帯 日本全土

準 ミ リ波 帯 日本=本土

放送衛星に関する技術開発

NHKテ レビジョン放送の難視聴

解消等

BS-2a,BS-2bと も東 経110

度

356kg

2台+予 備1台

(い ず れ も14/12GHz帯)

カ ラー テ レ ヒシ ョン2チ ャン ネ ル

lOOW

日本全土(目 本本土の中央部にお

いては直径約0.75m,小 笠 原諸島

等の離島においては直径約3m程

度のパラボラアンテナ で受 信可

能)

設 計 寿 命3年 以上5年 を目標 1・ 年以上 ・年を目標

ための災害対策用通信,離 島～本土間の通信需要への対処及び通信品質の向

上を図るための離島通信並びに各種催物会場や事故現場か らの通信需要に対

応するための臨時通信を主たる利用目的としてお り,58年2月 及び8月 に相

次いで本機CS-2a及 び予備機CS-2bが 打ち上げられた。

CS-2の 利用機関と利用状況は第1-2-15表 のとお りであり,58年5

月から電電公社が,6月 から警察庁,国 鉄,各 電力会社が,7月 から郵政省

が,11月 から建設省が利用を開始 してお り,消 防庁は地球局設備整備の関係

で59年 秋から利用を開始することとしている。

電電公社は,58年6月,小 笠原～本土間にマイクロ波帯の中継器1系 統を
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第1-2-15表 CS-2の 利用状況

区別1利用機畷 黙 主 た る 利 用 目的 備 考

公
衆
通
信
業
務用

公

共

業

務

用

電電公社

警 察 庁

建 設 省

消 防 庁

国 鉄

中央電力
協議会及
び9電 力
会社

その

他
郵 政 省

6

1

O.4

0.2

0.1

0.1

・非常災害時の重要回線バック

アップ

・離島通信回線の設定

・臨時通信回線の設定

・衛星通信サービスの提供

・事件発生現場 との通信

・非常災害時の地上回線のバッ

クアップ

・非常災害時の地上回線のバッ

クアップ

・災害現場 との通信回線の設定

・本省と地方建設局間のデータ

通信用ネリトワークの設定

・非常災害時の地上回線のパ ヅ

クアップ

・ファクシミリ用通信回線の設

定

・新幹線地震検知 システム用回

線の設定

・非常災害時の地上回線の・㍉

クアップ

・非常災害時の広域運営回線の

ハ ックアップ

・災害現場との通信回線の設定

・遠隔地事業所との通信回線の

設定

・島根県における 「昭和58

年7月 豪雨」による非常

災害時に利用

・小笠原～本土間の電話の

ダイヤル即時化を実現

・例,衛 星デ ィジタル通信

サービス等

・テ レ ビ ジ ョン伝 送 も可

・動画伝送も可

α2。 衛 星 利用 パ イ ロ ッ ト計 画

(注)1.CS-2の 利用は,「 無線局(放 送局を 除 く。)の 開設の根本的基準」
等に基づく。

㌔ 讐鑑 装津 穰獲蹴 綴 響 羅 弊融 の割合に応じて瀾 蝦
3・ 電電公社は,準 ミリ波帯中継器4本,マ イクロ波帯中継 器2本 を 利 用
し,他 は,準 ミリ波帯中継器を利用。
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使用してディジタル伝送方式により,電 話回線については約100回 線を設定

し,ダ イヤル即時通話サービスを開始している。また,58年7月 の島根県の

集中豪雨による非常災害の際の通信確保やテ レビ中継回線 として活用するな

どの実績をあげているほか,60年 開催の国際科学技術博覧会においては臨時

通信として衛星回線を設定する予定である。

しかし,離 島通信以外の回線設定は,ほ とんどが臨時的なものであ り,電

電公社ではCS-2を より有効に利用するため,企 業向け衛星通信サービス

として,高 速データ伝送,高 速ファクシ ミリ伝送等が可能な衛星ディジタル

通信や,映 像を伝送する衛星 ビデオ通信等の提供を行 うこととしている。

また,郵 政省では,第 二世代の実用通信衛星であるCS-3以 降における

将来の衛星通信の実利用の推進に向け,衛 星利用に関心を有する者にCS-

2を 使用 して衛星通信に関する運用実験を行 う機会を提供 し,衛 星通信の利

用及び技術の動向を把握することなどを目的とする 「衛星利用パイロット計

画」を58年 度から62年度までの予定で進めている。同計画の推進に当たって

は,学 識経験者,利 用関係者からなる 「衛星利用パイロット計画に関する調

査研究会」を設け,同 研究会が,① コンピュータネットワーク実験,② 新聞

紙面等伝送実験,③CATVへ の番組伝送実験等の実験項 目を定め,58年 度

後半から運用実験を行っている(第1-2-16図 参照)。

なお,CS-3は,宇 宙開発委員会が58年3月16日 に決定 した宇宙開発計

画において,「CS-2に よる通信サービスを引き継 ぎ,ま た増大かつ多様

化する通信需要に対処するとともに,通 信に関する技術の開発を進めること

を目的 とした衛星で,H-1ロ ケットに より,CS-3aを62年 度に,CS

-3bを63年 度に静止軌道に打ち上げることを目標に開発を行 う」 と位置付

け られ,宇 宙開発事業団が58年 度から開発に着手 している。

イ.衛 星 放 送

BS-2はNHKの テレビジョン放送の難視聴解消に利用するほか,新 し

い放送技術の開発実験その他将来の衛星放送の普及に資することを目的とし

てお り,59年1月 に本機BS-2aが 打ち上げられた。 その後,中 継器3系
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第1_2_16図 衛星利用パイロッ ト計画における実験システム概念図
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統のうち2系 統に異常が発生したため,NHKは 当初予定 していた2チ ャン

ネルによる本放送の計画を変更 し,当 面,1チ ャンネルによる試験放送 とし

て,5月 から衛星放送を開始した。なお,当 面の衛星放送の内容は一部に衛

星独自番組があるものの,現 行のNHK総 合テ レビジ ョンの番組 と同じもの

が週に9割 以上同時放送されることとなった。

NHKで はテレビジ ョン放送を全国あまね く普及させるため,従 来から地

上において中継局,共 同受信施設の設置等を行ってきているが,BS-2a

の登場により,山 間部や離島等,散 在化や狭域化 している残存難視聴地域の

受信改善を効果的に図ることができるようになった。

衛星放送は,そ の特質から,テ レビジ ョン放送の難視聴解消を図る手段 と
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して適しているほか,将 来的には,こ れまでのテレビジョン放送 よりも広い

周波数帯幅を必要とする高精細度テレビジョン放送をはじめ,PCM音 声放

送,静 止画放送等の新 しい放送サービスの提供の可能性も有しているもので

ある(第1-2-17図 参照)。

これに必要な周波数については,1977年 に開かれた,12GHz帯 の放送衛

星業務の計画に関する世界無線通信主管庁会議において,我 が国は東経110

第1-2-17図 衛星放送の個別受信用機器構成例
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第二世代の実用放送衛星の利用の在 り方に関する調査研究報告書による。
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度の静止衛星軌道 に8チ ャンネルの放送衛星業務用の周波数を割 り当て られ

てい る。

今後,BS-2の 予 備機BS-2bの 打上 げが60年 度に予定 されてい る。

また,BS-2に 続 く次世代 の放送衛星 につ いては,宇 宙開発計画(59年3

月14日 決 定)に おいて,BS-3の 開発 に着手す ることが決定 された。 これ

に より,BS-3は,58年 度 に行 った予備設 計の成果 を引 き継 ぎ,衛 星 の開

発 が進め られ ることとな り,BS-3の 本 機及び予備機 はそれぞれ63年 度及

び65年 度 に打 ち上げ られ る予定 とな ってい る。

なお,BS-3に お いては,NHKの ほ か,一 般放送事業者 に よる衛星放

送 も行われ ることにな ってお り,衛 星放送は,国 民 の放送 に対す る多様な要

望に こたえ,生 活 を一層豊 かにす る もの として,そ の普及発展 が望 まれ てい

る。

2多 様化する画像通信

(1)フ ァク シ ミリ通信

ア.フ ァクシ ミリ通信 の概要

ファクシ ミリ通信は,任 意の文字,図 形,写 真等 を,簡 易な操 作でそ のま

ま伝送で きる記録通信 であ り,漢 字を使用す る我 が国の国民生 活に適 した メ

デ ィアとして,広 く国民生活に普及す るとと もに,そ の利用 分野は非常 に広

範囲 とな ってい る。

我が国の ファクシ ミリ通信は,46年 の 公衆電気通信 法の改正に よ り,電 話

網が音声以外に も使用で きることとな ったため,47年 以 降,電 話網 利用 ファ

クシ ミリを中心に普及発展 して きた。 フ ァクシ ミリの設置 個数 は,58年 度 末

現在,電 話網を利用 した ものだけで も48万7千 個 となっている。

イ.フ ァクシ ミリ通信の現状 と動向

電話網を 利用 した ファクシ ミリの設 置 個数 の推移を 機種別 にみ ると,第

1-2-18図 の とお りであ り,主 力機がG1機(低 速機)か らG2機(中 速

機),G2機 か らG3機(高 速機)へ と移行 している ことがわ かる。
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第1-2-18図 電話網利用による7ア クシミリ設置個数の推移
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第1-2-19図 利用層の業種別ファクシミリ設置個数比率の推移
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国際 電 電,国 鉄,警 察,気 象 庁,NHKを い う。

また,利 用層 の業種別 にみた フ ァクシ ミリの設置個数 の推移 は,第1-2

-19図 の とお りであ り
,47年 の 調査では,全 体の12.8%を 占め るにす ぎなか

った金融 ・製造業 ・商社が,57年 に は53.1%と 過 半数を 占め るに至 ってい

る。

ファ クシ ミリ通信が,こ の よ うに急速に普及発展 した背景 と しては
,フ ァ

クシ ミリの持つ記録性,正 確性,迅 速性等の優れた特性のほかに
,次 のこ と

が挙げ られ る。

まず第1に 技 術開発 がある。近年 の 目覚 ましい技術開発に よ り,機 器 の低

廉 化,イ ンテ リジェン ト化 が急 速に進展 した。 今後 も,後 に述べ るフ ァクシ

ミリ通信網サ ー ビスにおいて,網 が提供 し得る機 能では 自らの ニーズを満足

させ られ ない利用者 の存在 を背景 に,機 器 のイ ンテ リジ ェン ト化は一層 進め

られる こととなろ う。
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第2に,通 信方式の標準化がある。 同一企業 内での利用に とどま らず,企

業間,不 特定多数間における ファクシ ミリ通信 の必要性が増大 し,異 機種 フ

ァ クシ ミリ相互間の通信を可能 とす るた め,通 信方式の標準化が進 められて

きた。国際的には,国 際電信電話諮 問委員会(CCITT)に お いて,G1機 は

1968年,G2機 は1976年,G3機 は1980年 に,そ れぞれ標準方 式につい ての

勧告が採択 されてお り,ま た,国 内において も,郵 政省が中心 とな り,国 際

標準化動向を考慮 しなが ら,国 内の標準通信方式を と りまとめ,推 奨通信方

式 として告示 してい る。

第3に,新 たに ファクシ ミリ専用 の ファクシ ミリ通信網サ ービスが提供 さ

れた ことがあ る。56年9月 に開始 された 同サ ー ビスは,① 長距離伝送路 にデ

ィジタル伝送方式を採用 し,② さ らに蓄積交換方式を用い ることに より,長

距離通信の コス トダウン,通 信料 の遠近格差 の是正,ペ ージ単位課金,発 信

者電話番号等の 自動記載,再 呼,不 達通知,短 縮 ダイ ヤル,無 鳴動着信等の

多彩なサ ー ビスの提供を可能に し,利 用者 の便益を向上させた。

なお,58年 度 末現在,同 サー ビスは,東 京,大 阪等21都 市 におい て提供 さ

れ,利 用者は9,551加 入 となってい る。 また,同 時に販売が開始 された ミニ

ファクスは機 能を簡易 化 し,低 廉 ・小型軽量 ・操 作容易 な端末 として,個 人

事務所 ・商店等の新 たな需要層を開拓 してお り,58年 度末現在,電 話網利用

の ファクシ ミリ設 置個数 の14.0%を 占めてい る。

ウ.フ ァクシ ミリ通信 の新たな展開

ファクシ ミリが,広 く国民生活の各領域に普及 するにつれ,フ ァクシ ミリ

の持 つ有用性 に対す る認識 は更 に身近な もの となってきてい る。 しか し,同

時にその認識 は,従 来 のファクシ ミリに対す る ニーズをよ り高度化 ・多様化

す るもので もある。具体的 には,① 一層 の高速化,② 低廉化,③ 通 信相手 の

拡大,④ 中間調,カ ラーを含めた画質の向上,⑤ 付加機能 の拡充,⑥ 他の メ

デ ィア,端 末 との複合化等 であ る。

こうした中,制 度 ・技術 の両面か ら,こ れ らの ニーズの充足 を図るべ く種

々の方 策が展 開されてい る。その一 つに,先 に述べた ファ クシ ミリ通信網サ
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一ビスを更 に充実 させた新 フ
ァクシ ミリ通信網サ ー ビスの開始 があ る。59年

7月 末開始 の同サ ービスは,親 展通信,フ ァクシ ミリボ ックス等 の蓄積交換

サ ービス機能,コ ンピュータとの通 信を可能 にす るセンタ ・エン ド型通 信サ

ー ビス機 能が付加 され たほか
,A4判 伝 送 も可能 とな り,利 便性 が一層 向上

した。

また,現 在,数 秒でA4判 が送れ る高速機 でデ ィジタル網 を利用一したG4

機 の標準 化,フ ァクシ ミリ機能 とテ レテ ックス機能 を合わせ持 った ミクス ト

モ ー ドの標準化について検討 が進 め られ てい る。

これ らに より,コ ン ビ凸一タや テ レテ ックスとの接続が望め るな ど,多 様

な利用 が可能 とな り,フ ァクシ ミリ通信 の適用領域が拡大 し,フ ァクシ ミリ

通信 はオ フィスオ ー トメーシ ョンの中核 の一つ として,今 後 ます ます重 要な

役割を果たす こととなろ う。

(2)ビ デ オテ ックス

ビデオテ ックスは,最 新 の電気通信技術,画 像処理技術等 を活用 し,広 く

普及 したテ レビジ ョン受像機 と電話 回線 を用 いて,会 話形式 に よ り情報 セン

タに蓄積 され た文字 図形情報 の検索 を行 うほか,そ の双方 向性 を利 用 して銀

行,百 貨店,旅 行会社等 と接続 して残高照会,商 品 ・切符 の注文 ・予約等利

用者 の個別 ニーズに こたえ,受 け手主導 で情報 を得 る ことがで きる新 しい情

報通 信 メデ ィアである。

諸外 国における ビデオテ ックスの開発 は近年大 きく進展 し,ア ジア,オ セ

ア ニア等 において も関心が持たれ,商 用 ない し実験 の段 階にあ る。世界 に先

駆 けてそ の開発 に乗 り出 した英 国では,プ レステルの名称 で1979年 か ら商用

サ ー ビスが開始 され,そ の後,フ ラソスのテ レテル,西 独 の ビル トシルムテ

キス ト,カ ナ ダのテ リドン等 が商用 化されてい る。

ア.実 験 の概要

我 が国において は,郵 政省 と電電公社 が共 同 し,情 報提供者,メ ーカ等 の

協 力を得 てキ ャプテンシステム(CAPTAIN:gharacterムndヱatternTele・

phoneAccessInformationNetworkSystem)の 名 称で,54年12月 か ら56
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年3月 まで東京23区 内におけ る1千 のモ ニタを対象 に第1期 実験 を行 った。

56年8月 か らは第2期 実験 として,モ ータ数2千,蓄 積画面数20万 とそれぞ

れ第1期 の倍 とし,情 報検索機能の充実,表 示機能 の向上を図 ったほか,特

定の利用 者 グループに特定 の情報提供を可能 とす る クローズ ド・ユ ーザ ・グ

ル ープ ・サ ー ビス,利 用者 か ら商品 の注文 ・予約 を可能 とす るオ ーダ ・エソ

トリ ・サ ー ビス等の機能拡充 を行い なが ら実施 してきたが,59年7月,第1

期 か ら通算 して5年 に及ぶ実験 を終 了 した。

イ.商 用サ ー ビスの概要

キ ャプテ ンは,こ れ までの実験に よる成果を踏 まえ,59年11月 か ら商用化

第1-2-20図 商用キャプテンシステムの基本構成
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されてお り,そ のシステムの基本構成は第1-2-20図 のとお りである。

商用サービスの当初の提供地域は,東 京23区 と周辺の主要都市及び京阪神

地域であるが,需 要動向等を考慮 しつつ,順 次拡大する予定である。 また,

利用の際の通信料は全国均一の3分30円 となっている。

商用化に当た り新たに構築されたネットワーク 「ビデオテ ックス通信網」

は,通 信処理装置,多 重化装置及び電話網から構成され,多 分野にわたる情

報 センタをこれに接続することにより,多 様なサービスの利用が可能となっ

た。

また,商 用化に当たっては,表 示方法に 「新キャプ テ ソ方 式」が導入さ

れ,こ れにより,実 験時の ドットパターン表示はもちろんのこと,幾 何学図

形表示やモザイク図形表示,さ らに簡易動画表示,メ 百ディ表現 も可能 とな

第1-2-21表 新 キャプテン方式と実験方式との比較訳 新キャプテン方式 実 験 方 式

表 示 方 式

表

示

機

能

①コ ー ド方 式

②パターン方式

ハ イ ブ リ ッ ド方 式(コ ー ド

方 式/パ タ ー ン方 式 併用)

・文字表示機能

・幾何学図形表示機能

・モザイク図形表示機能

・特殊図形(DRCS)表 示機能

・メロディ表現機能

・簡易動画表示機能

・フォトグラフィック機能

(ド ットパターン表示)

パ タ ー ン方 式

/な し/

同 左

(葺 装票形ともドットパタ)

表 示 速 度 1秒 以内 約8～10秒

表 示 文 字 数

着 色 数

(最大)小 型文字1,920字
標 準文字480字

(標 準)16色

(拡 張)4,096色 中 の 任 意16色

(最大)小 型文字
標準文字

480字

120字

8色

多画面表示機能 限 大・画面の一撒 示可剣 なし

重 ね 合 わ せ
画 面 表 示 機 能 可能 なし
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り,効 果的 な情報提供が行え るよ うになった。 同方式 と実験方 式 と の 比 較

は,第1-2-21表 の とお りであ る。

この ような商用サ ー ビスの開始 を前 に,59年2月,提 供 され る膨大 な情報

の整理 ・体系化や利用案 内簿の発 行等,本 サ ー ビスの普及促進のための組織

と して キ ャプテンサ ー ビス株式会 社が,情 報提供老,メ ーカ,電 電公社等関

係老 の出資 に より設立 された。 なお,59年8月 現在,金 融,商 業,出 版,印

刷等 の業界か ら,400を 超 え る企業等が情報提供の申込みを行 ってい る。

ウ.ビ デオテ ックスの今後の課題

家庭か ら ビジネス分野 まで幅広 い利用層を対象 とす るメデ ィアである ビデ

オ テ ックス(キ ャプテ ン)は,国 民生活 の充実,社 会活動の効率 化等 に大 きな

効用を もた らす もの として,我 が国は もと より諸外国において もそ の普及発

展 が期待 されてい るが,そ のため には,端 末機器 ・利用料 の低廉 化 とともに,

ビデオテ ックスの特性を生かす ことのできる地域の個別情 報や専 門的な情報

を 中心 に,利 用者の 一一ズに即 した情報 の質量 にわた る充 実が望まれ る。

(3)CATV

ア,CATVの 概 要

CATV(有 線 テ レビジ ョン放送)は,当 初 においては,主 として テ レビジョン

放 送 の難視聴を解消す るために,放 送波を地域 の共同ア ンテナで受信 して有

線 で各家庭 に分配す るシステ ムとして発生 したため,CommunityAntenna

Televisionの 略 称 とされていた。 しか し,最 近では,各 家庭へ の分配に使わ

れ る伝送路の伝送能力を生か し,自 主放送や各種の情 報サー ビスの提供等を

行 うシステム として も利用 され るよ うにな ったためCableTelevisionと い

う,よ り広い概念の略称 と考 え られ る ようにな っている。

我が国では,30年 に初 めての施設が群馬県内に建設 され たが,こ の施設を

は じめ,初 期のCATVは,主 として辺地におけるテ レビジ ョン放送の難視

聴 解消のための施設 として普及 した。その後,都 市におい て高層 ビル及び高

速 道路,新 幹線等の高架建造物に よるテ レビジ ョン放送 の受信障害が多発す

る ようにな ったため,そ の有効な解消手段 として都市部 でのCATV施 設 の
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普及 が進 み,今 日では,こ れ ら都市難視聴解 消を 目的 とした ものが,施 設数 ・

契約老数 とも,辺 地におけ る施設を上回 るよ うにな った。

さ らに最近 では,大 規模 ・多チ ャンネル・多 目的のいわゆ る「都市型CATV」

施 設設置の動 きが各地でみ られ るな ど新たな展開をみせ ている。 この よ うに

CATVは 古 くて新 しい メデ ィアである といえ る。

イ.CATVの 現 状 と動 向

58年 度末現在,CATV施 設 数 は3万6,162,受 信 契約者数は393万 で5年

前 と比較す ると,施 設数 は1.6倍,受 信 契約 老数は1.7倍 に増加 してい る。

しか し,1施 設 当た りの平均受信契約 者数は109で,CATV先 進 国 ともいえ

る米 国の規模(58年1月1日 現在,平 均加入世帯数 は約4,500)と 比 べ極め

て小 規模 であ り,ま た全施 設の99.1%が 難 視聴解消を 目的 としているな ど,

CATVの 現 状 は,従 来 と比べ,あ ま り変化 していない(第1-2-22表 参

照)。

第1-2-22表CATV施 設数と受信契約者数

(各年度末)

区 別

許 可 施 設

業 務 開 始
届 出 施 設

小規模施設

合 計

施 設 数

53年 度

騰成
58年 度

騰成

受信契約老数

225

13,086

9,058

22,369
(22,033)

%
1.0

58.5

40,5

lOO.0
(98.5)

53鞭 曉 成58鞭 「露

428

20,592

15,142

36,162
(35,827)

1弩i

56.9

41● 「

356,336

1,705,664

252,426

(lllll・ ・314・426

15冤1
1

7371

10'「

100.0

699,962

2,841,194

387,llO

3,928,266

%

正7.8

72.3

9.9

100.O

(注)1,許 可施設とは引込端子数501以 上 のものをい う。

2.業 務開始届出施設とは,引 込端子数51～500の もの及び引込端子数50以

下の施設で自主放送を行 うものをい う。

3.小 規模施設 とは引込端子数5Q以 下の施設で,再 送信のみを行 うものをい

う。

4.()内 は難視聴関係施設数と全施設に占める 難視聴関係施設数の割合

である。
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た だ,自 主放送を行 う施設についてみ る と,施 設数は58年 度末現在180と

全 体 の0.3%に す ぎない ものの,施 設数,受 信契約者数 ともこの ところ着実

に 増加 してお り,し か も1施 設当た りの 平均受信契 約者数 は 次 第に 増加 し

て,58年 度末 には 約2千 となってい る(第1-2-23図 参 照)。 近年 は,自

主放送 を行 う施設 の設置許可 申請が多数出される ようにな り,今 後一層,自

第1-2-23図 自主放送を行うCATV施 設数及び受信契約者数の推移

22

21

20

19

18

17

受

信16

契

約15

者
数14

13

12

11

10

9

万8

受信契約者数

施設数

110

100

90施

・畷

70

60

50

・L_」 ・
年度末
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主放送を行 う施設は増加するものと考えられる。

また,第1-2-24表 は,58年 度末までに許可を受けた引込端子数2万 以

上の施設を規模の大 きい1頂に並べたものであるが,57年 度末以前に許可を受

けた(c),(d),(e)が,い ずれ も難視聴解消を主目的とした施設であ る の に 比

べ,58年 度に許可を受けた(a),(b),(f)は,い ずれも主目的が自主放送でチャ

ンネル数 も多い。こうした 「都市型CATV」 といわれる新 しい 型の 施設を

設置する動きは各地にみられ,今 後の動向が注目されている。

ウ.CATVの 新たな発展に向けて

CATVは,地 域密着性,多 チャンネル性等のほか,双 方向性をも兼ね備

えるメデ ィアとして,現 在その発展が各方面から期待されている。

すでに既存CATV施 設においても,衛 星放送の同時再送信や,CATV

施設問を電気通信回線で接続 しての文字情報による二凸一ス放送等が実施さ

れているほか,劇 場映画の放送等によるペイサービス(有 料テレビジョン放

送サービス)や,防 犯 ・防災サ ービス等についても早期実現に向けて検討が

進められているなど,CATVの 新たな活用が進展 している。

また,CATVの 高度利用を 目的として,筑 波研究学園都市において 「高

度総合情報通信システム」の開発調査を行ってお り,60年 度には運用実験を

開始する予定である。このシステムは,実 用モデルとして,筑 波研究学園都

市の約3万 世帯を対象に,最 新の電気通信技術 と多摩CCIS実 験の成果を生

かし,難 視聴解消のため建設された有線テレビジ ョン放送施設に双方向機能

を付加 し,地 域で求められる多様なサービスを提供 しようとする も の で あ

る。

こうした状況を踏まえ,郵 政省は,CATV施 設の活性化と発展を図るた

め58年5月,原 則としてCATV施 設のセンタ ・端末間における双方向サー

ビスを認めることとし,さ らに,11月 には,CATV事 業者の接続,番 組伝

送用として,無 線回線(23.48～23.6GHz帯)の 利用を認めた。

今後・CATVが,地 域社会に密着 した高度で多様かつ経済的な情報通信

システムとして機能していくためには,次 のような方策が望まれる。第1に
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第1-2-24表 大規模CATV施 設の概要

(58年度 末現在)

施 設 老

(a)営利法人

〔b)営利法人

(c)営利法人

〔d)営利法人

許可
年度

58

58

48

48

設置理由
事業目的

自主放送

自主放送

難視聴解消
番組多様化
自主放送

難視聴解消
番組多様化
自主放送

引 込
端子数

43,876

39,063

37,523

31,736

受 信
契約者数

41,681

30,000

37,144

21,000

放送チャンネル数

再 送 信1自主放送
備 考

TV8

FM3

TV7
(3)

TVIO
(5)

FM2
(1)

甜1一 部光ケープ・レ使用

TVIl
FM4
PCM3

施設提供
TV5

TVl

FM6

TVl

施設提供
FM8

一部光ケーブル使用

一部光ケーブル使用

(・)臆 団体i52難 視聴騨31・1911…933TV・

(f)営利法人 58 自主放送 28,ll3 30,000

TV8
(1)

FM3

TVll
FM4
PCM3

施設提供
TV5

一部光ケーブル使用

(注)1.こ こに掲げたのは,58年 度末現在の引込端子数2万 以上の施設である。

2.58年 度 の許可に係る施設は,施 設未設置のため,計 数等は計画値又は予

定である。

3,放 送チャンネル数欄の略語の意味は,次 のとおりである。

TVテ レビジコン放送

FMFM放 送

PCM… ・・-PCM音 声放送

施設提供……有線テレビジコン放送施設者が,そ の施設の一部を他の有

線テレビジ旨ン放送事業者又は有線 ラジオ放送事業者の用

に供するもの(チ ャンネル リース)

4.()内 は,区 域外再送信の再掲である。
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は,施 設の大規模化を図 り,そ のスケールメリヅトを各種サービスと有効に

組み合わせることにより事業の採算を図ってい くこ と で あ る。第2に は,

CATV番 組の配給機構の組織化等,番 組 ソフト流通の円滑化 ・活発化を図

ることである。 さらに,第3に は,CATV施 設の建設資金に対する政策金

融の活用等により,資 金調達の一層の円滑化を図ることである。こうした各

課題の解決により,CATVは 新たなメディアとして一層の発展が期待でき

るであろう。

(4)文 字多重放送

ア.文 字多重放送の概要

文字多重放送は,テ レビジ ョン放送電波のす き間を利用 して,通 常のテレ

ビジコン放送と同時に文字や図形で構成された多種類の情報を送るシステム

である。いつでも好きな時に文字図形情報をブラウン管上に呼び出せる点で

キャプテンシステムと類似 しているが,キ ャプテンシステムが電話とテレビ

ジ ョン受像機を使って,利 用者に個別に情報を提供するのに対し,文 字多重

放送はテレビジョン電波を使って,不 特定多数に向かって放送するとい う違

いがある。また,文 字多重放送は,情 報の供給量ではキャプテンシステムに

劣るが,情 報の速報性ではキャプテンシステムより優れている。

文字多重放送は,メ ッセージを安価に伝送でき,ま た,伝 送 された文字図

形情報をハードコピーとして紙にプリン トもできるなど,放 送 としての速報

性に随時性,記 録性等が加味された新 しいメデ ィアであるといえる。

国際的にはテレテキス ト(TELETEXT)と 呼ばれてお り,51年 に本放送

を開始した英国をはじめ,現 在各国で コー ド方式と呼ぽれる伝送方式により

本放送又は実験放送が行われているが,我 が国の場合は,漢 字を用いるとい

う特殊性やこれに対応 した誤 り訂正方式が存在 しなかった ことか ら,漢 字伝

送に適したパターン方式と呼ばれる伝送方式によって開発が進め られ て き

た。

イ.文 字多重放送の現状

我が国では・56年3月 ・電波技術審議会から漢字表示に適 したパターン方
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式 と11乎ば れ る伝送方式の技争llρ劇llが 答 中され,こ れを受けた郵政 省では,文

字 多煎放送の実川化に向けて放 送法 等の改正(57年12月 施 行)を 行 うととも

に,文 字 多TR放 送 についてバ ター ン方 式による送信の標環方 式を定めた。

これを受けて,NHKは58年10月,東 京 と大阪で,主 として聴力障害者を

対 象と した番組縄成に よって実川化試験放送を開始 した。

放送開始 後6か 刀間の状況は第1-2-25表 の とお りで,こ れ らの放送は

総 合テ レビジ ョソ放送に重掛 して放送 された。標1御 勺な1週 間 の延べ放送時

間 は6501時 間 で,こ の うち,独 立番糸IIは647時間,字 幕番組(主 番組 のセ リフ

や 膏楽,効 果1舳1'等を 主番組の補完 として放送す る もの)は3時 間 であ った。

受fl,1機の 川荷台数は58イ1諌 で約2,600台 にす ぎないが,NHKが58年11

月,こ の受 信機を持つ聴ノJ障il鰭 関 係の112施 設 に対 して行 った アンケー ト

で は,ニ ュース85%,天 気 予報80%と い う高い利用状況が示 され,ま た,ほ

ぼ全員か ら文字多重放送は聴力障害者に とって役 に立つ メデ ィアであると評

価 された。

ウ,今 後 の開発動向

現在,文 字 多重放送に採用 されているバターン方式は,コ ー ド方 式 に 比

ぺ,き め細かい画面を伝送で きる反 面,俵 送効率が悪 く,速 度がか な り遅い

とい う欠点があ る。 我が国での開発 開始 当時 には,コ ー ド方式 での伝送は技

術的,コ ス ト的 に不可能 と考え られ ていたが,最 近では技 術の急速 な進歩に

よって,寂 庭用受像機に漢字の文字発生器を導入 して,コ ー ド方式 で伝送す

ること も可能 とな って きた。

こ うした情 勢か ら,魁 波技 術審議会 において も,55年 度 から コー ド方式に

ついて審識が進め られ,58年3月 には,方 式の基本パ ラメータについて一 部

答ll」が行われた。

ここで定め られ た方 式は,ヨ ー ロッパで採用されてい る ような文字やモザ

イ ク図形を コー ド化す るとい ら方式に加え,文 字発生 器にない 外字や精 細な

図形は パターン方 式 と同 じよ うに画素に分解 して伝送す る ものであ り,キ ャ

ブテ ソシステ ムで使用され る符号化方式 との整合を図 るな ど,コ ー ド方式 と
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第1-2-25表 文字多重放送の放送番組等の概要

(58年 度)

番組 項
番号 目

1

2

3

4

5

6

7

8

目 次

主 な 一 ユ ー ス

二 一 一 ス

ロ ー カ ル ニ ュ ー ス

天 気 予 報

お 知 ら せ

連続テレビ小説
あ ら す じ

連続テレビ小説字 幕
番 組

放 送 時 間

6。00'～ 総 合 テ レ ビ

ジ ョン放 送 終 了 まで

(注)

12000'～22000'

〃

〃

〃

6。00'～ 総 合 テ レ ビ

ジ 耳ン放 送 終 了 まで

(注)

〃

8015'～8030'

(12.轍 選.。。り

ぺ 　

ジ数

1

1

8

4

2

4

3

放 送 内 容

番組番号別に項目を表示
日曜 日は字幕番組(番 組番号8)
を除いた7項 目

番 組 番 号3,4の
ヘ ッ ドラ イ ン紹

介

1ペ ージ単位の
一般(全 国的)

一 ユ ー ス

1ペ ー ジ単 位 の
ロー カ ル ニ ュ ー

ス

関東,近 畿地方
の天気予報

原則として正午

に入力し,19時

に更新した。た

だし日曜日,祝

日のニュース,

天気予報の入力

は,原 則として

正午1回 とした。

聴力障害者向けセ ミナー等のお知
らせ

日曜 日には連続テレビ小説を編成
しないので,土 曜日13。00'～日曜
日13。001には,こ れに代って番組

関連情報を編成

字幕番組(日 曜 日を除く。)

NHK資 料 に よ る。

(注)

月 曜 日～ 木 曜 日6。OO'～23。15'

金 曜 日,土 曜 日6。00'～24。00ノ

日 曜 日6000ノ ～23。20'

た だ し,放 送 延 長 の 場 合 も文 字 多 重 放 送 は 上 記 時 間 で 実 施

パターン方式の長所を併せたハイブリッド方式ともいえるものである。

近い将来,こ のハイブリッド方式の技術基準が確立されれば,伝 送速度は

パターン方式に比べ5～10倍 とな り,サ ービスできる情報量が大幅に増加す

るとともに,簡 単な音楽を付加音として伝送することも可能となる。多様化
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しつ つある利用者 ニーズに対応す るためには,多 様 な番組提供が 必 要 で あ

り,そ のために もハイブ リッ ド方式 の技 術基準の確立 が待たれてい る。

(5)電 子 郵 便

ア.電 子郵便実験 サー ビスの拡大

現在,実 験 サ ービス中の電子郵便 は,フ ァクシ ミリ通信 の技術を郵便に取

り入れ ることに よ り,送 達速度 を大幅 に向上 させた新 しい郵便サ ー ビス(以

下「フ ァクシ ミリ型電子郵便」 とい う。)で あ る。 このサー ビスは56年7月 か

ら東京,名 古屋,大 阪の3都 市 間で開始 し,そ の後,福 岡,札 幌ヘサ ー ビス

地域を拡大 し5都 市14の 郵 便局でサ ー ビスを提供 して きた。

この聞利用者か らは,サ ービス地域 の拡大,引 受郵便局の追加等 の要望が

寄せ られて きた ことか ら,こ れ らの要望 にこたえ るとともに,実 験 の一層の

充実を図 るため,59年10月 か ら全 国の県庁所在地等の主要 郵便 局に端末機を

設 置 し,引 受,配 達を含めサ ー ビスの全 国拡大を行 った ところである。

拡大後 のサー ビスのシステム構成は,第1-2-26図 に 示す とお りで,郵

便 局の窓 口で引き受けた通信文等を ファクシ ミリに より送信 し,受 信 局 で

は,こ れ を電子郵便専用 の封筒に納めた上で速達郵便物 の例に よ り受取 人へ

第1-2-26図 電子郵便実験サービスのシステム構成

差出人矢
＼

差出峡
＼ 端末機設置局

＼ 運送便

干引受鞭局 ファクシミリ

送受信装置

端末機設置局

電話回線(公衆網)フ ァクシミリ

送受信装置

運送便

㊥

＼速達配達便＼合

,撚 》

配達鞭 局＼速達配達便

＼合
(謝〉
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送 達す るものである。

イ,電 子郵便の利用 状況

58年 度の電子郵便の利用 通数 は,約6万4千 通 であ りそ の内容 は慶祝 ・弔

慰 と各種挨拶,図 面,グ ラフ,数 表類等 の緊急通信 に利用 され るな どフ ァク

シ ミリ型電子郵便の特徴を生か した もの となってい る。

利用者の反応 としては,送 達時間 が速 い,慶 祝用 に便利,イ ラス ト等 が 自

由に送れ る,な どが評価 され る一方,取 扱郵便局 の拡大,カ ラー送受信 等の

要 望が寄せ られてい る。

ウ.今 後の電子郵便

今後 の電子郵便については,現 在実験 サー ビス中のフ ァクシ ミリ型電子郵

便 の拡充及び新 しい電子郵便サー ビスの導入 につ いて検討 している ところで

あ る。

その第1は,コ ンピュータ郵便 の導入 である。 コソ ピュータ郵便 とは,利

用者か らあて先 リス トと通 信文 を収録 した磁気 テープの提 供を受け,こ れを

もとに郵便局の コンピュータ等 に よ り郵便物 を作成 して配達す る システ ムで

あ る。同様のサ ー ビスは,現 在,英 国(EP:Electro且icPost)及 び ス ウ山

一デン(EPS:ElectronicPostService)で 実 施 され てお り,米 国で も利用

老 か ら磁気テ ープ持込 みでな くオ ンライン入 力 とい う方 法であるが,同 様の

サ ー ビス(E-COM:ElectronicComputerOriginatedMai1)が 提 供 さ

れ てい る。

第2は,国 際間電子 郵便 サ ービスの開始であ る。

国際電子郵便の取扱 いについては,米 国に よる国際電子郵便サ ー ビスの提

唱を契機 として,欧 米諸国間に ファクシ ミリ型の国際電子郵便サ ー ビス 「イ

ンテルポス ト」 が開始され てお り,そ のサ ービスの ネ ッ トワー クは徐 々に拡

大 されて きている。

我が国において も,国 際郵便 の即 日又は翌 日配達を 目指 し て,米 国,英

国,韓 国等7か 国 との間で59年 度中に国際電子郵便の実験サ ー ビスを開始す

る予定で所要の準備を進めてい る。
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今 日,電 気通信技術は著 し く進展 してお り,利 用者 のスピー ド志向 も高 ま

ってい る。 こ うした中で,電 子郵便は,電 気通信技術 を取 り入れたス ピーデ

ィな郵便サ ー ビスと して,利 用者の 一一ズに十 分こた えるもの と 考 え ら れ

る。

3利 用 の高度化 ・多様化の進むデータ通信

(1)デ ー タ通信 の概要

デー タ通 信は,電 気通信 回線に コン ビ誌一タや 端末機器 を接続 してデ ータ

の伝送 と処理 を一体的 に行 うもの であ る。我が国において は,39年 に 国鉄 の

座 席予約 システ ム 「み どりの窓 口」や 日本航 空の座席予約 システムに導入さ

れて以来,シ ステ ム数 は第1-2-27図 の とお り飛躍 的に増加 し,58年 度 末

で8,468シ ス テ ムに達 してい る。 と りわけ 自営 システムの発展 は著 し く,58

年 度 末で全 体の システム数 の99%を 占めてい る。

デ ータ通信の発展 に伴 って,デ ータ通信に適 した高速 一高品質の新 しいネ

ッ トワーク ・サ ービスの必要性が高 まってい る。 これ に応 じて,交 換機能 と

デ ィジタル通信機能 を高 度に利用 した デ ィジタル ・デー タ交換網(DDX)

サ ー ビス として,54年12月 か ら回線交換サ ービスが,ま た,55年7月 か らパ

ケ ッ ト交換サ ー ビスが提 供され てい る。

また,種 々のデ ータ通 信システムの効率的な結合を可能 とす るVAN(付

加 価値通信)サ ービスについ て,57年10月 か ら,い わ ゆる中小企業VANサ

ー ビスが提供可能 となった。

(2)デ ー タ通 信の現状 と動 向

ア.デ ータ通信 システ ム

デ ータ通信は39年 の誕生 以来,シ ステム数は高い伸び率で増加 し,58年 度

末 には8,468シ ス テム となってい る。

デ ータ通信の利用状況をみ る と,製 造業 ・商事会社等の生産 ・販売 ・在庫

管理及び金融機関等の預 金 ・為替業務等を中心 として利用され,企 業経営の

効率化 に大 きな役割を果 た しているほか,公 害監視,交 通制御,救 急医療等
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第1-2-27図 国 内データ通信システム数の推移
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の公共的分野において も利用 され,国 民福祉 の向上 に資 している。 また,現

金 自動支払(CD)シ ス テムの 普 及や 近年 におけ る 音声照会通知 システ ム

(ANSER)等 のサ ー ビスの開始等,デ ータ通 信は国民生活に身近な ものとな

っ てい る。

第1-2-28図 は,国 内自営 システムの業種別設置 状況について,53年 度

末 と58年 度 末 とを比較 した ものである。58年 度末では製造 ・建設業が3,077

シ ス テム(構 成比36。7%)で 最 も多 く,以 下商業 が2,321シ ス テム(同27.7%),

金 融 業 が580シ ステ ム(同6.9%)で あ り,こ れ らの4業 種の合計 で全 システ ム
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第1-2-28図 国内自営システムの業種別設置状況

情報通信事業・
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第1-2-29図

製造業者・商事会社等の事務
管理2、112(62.1%)
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394(11.6%}
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径営管理.
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株 式取 引 ・
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その 他

1,546(18.5%)

8,384シ ス テ ム

経 営管 理294(3.5%)

そ の他372(4.4%)

金 融 業務547(6.5%)

官 公 庁 関係 業務589(7.0%)

の71%を 占めている。全システム数に占める構成比の推移をみると,デ ータ

通信の導入が比較的早期に普及した金融業のウェイ トが次第に低下 している

反面,商 業のウェイ トが逐年増加している。

また,国 内自営システムの対象業務別設置状況(第1-2-29図 参照)で

は,製 造業 ・商事会社等の事務管理を対象とするものが53年度末で全体の62

%で あったが,逐 年増加 し,58年 度末では68%と なっている。公害監視,交

通制御等の官公庁関係の業務を対象とするものは,58年 度末で全体の7%で
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あ り,53年 度末と比較 して構成比では相対的に低下 しているが,シ ステム数

では394シ ステムから589シ ステムへと着実に増加 している。

近年,通 信技術等の進展を背景に,デ ータ通信システムのネットワーク化

の傾向が顕著である。従来,デ ータ通信は企業内システムとして利用されて

きたが,最 近では,企 業間を結ぶデータ通信システムのネットワーク化が進

んでいる。 このネットワーク化は,例 えぽ

① 製造業 ・小売業 ・運送業等間を結び生産 ・販売 ・受発注等の管理を行 う

関連企業間のネットワーク化

② 金融機関,製 造業,運 送業等の異業種間のネッワトーク化

③ 海外のデータ通信システムとの接続とい うような国際的なネットワーク

化

など,様 々な局面で,そ の進展がみられている。

イ.情 報通信事業

データ通信サービスを顧客の需要に応じて提供する情報通信事業は,電 電

公社,国 際電電及び民間企業により営まれている。

郵政省が行った 「情報通信業実態調査」によれぽ,58年12月 現在,情 報通

信事業を営んでいるとして同調査に回答を寄せた民間企業は171社 となって

いる。1社 当た りの平均資本金は10億3千 万円,従 業員数181人,年 間売上

高は23億4千 万円となっている。(従業員数 と年間売上高は,情 報処理 ・情

報提供部門のものである。)最近5年 間における 売上高別企業比率を みたも

のが,第1-2-30図 であるが,特 に56年 以降売上高の大きな企業の比率が

高まっていることから,需 要規模が急速に拡大 していることがうかがえる。

第1-2-31表 は,民 間情報通信事業老が事業経営上 どのような問題に直

面 しているかについて 集計 した結果である。「熟練技術者の 不足」を問題点

として挙げる企業が74%も あ り,情 報通信に関する需要規模が急速に増大し

つつあることを反映 しているものと考えられる。しか し 「新規の顧客獲得が

困難」並びに 「過当競争によるダンピング傾向」等を挙げる企業 も多 く,こ

の業界が厳 しい企業競争状況にあることが うかがえる。このため,35%の 企
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第1-2-30図 民間情報通信事業者の売上高別企業比率の推移
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業が,公 衆電気通信事業者が提供するデータ通信回線について 「回線料の負

担が過大」であるとしている。

ウ.VANサ ービス

いわゆるVANサ ービスは,異 機種コンピー一タ間,異 システム間の通信

を可能 とすることにより,企 業間データ通信システムの効率的な結合を可能

とするサービスである。データ通信の利用形態の多様化の中で,VANサ ー

ビスに対する需要の急速な拡大に伴い,民 間企業が自由にVANサ ービスを

提供 したい という要望が高まっている。 このため,57年10月 に臨時暫定措置

として,主 として中小企業を対象とする,民 間企 業 に よるVAN(中 小企

業VAN)サ ービスが制度化され,郵 政大臣への届出により可能 となった。

59年9月 末現在,50社64シ ステムが届出を行っている。

この中小企業VANは,高 度化 ・多様化する電気通信ニーズにこたえ得る

体制が求められている現在において,今 後の民間電気通信事業の先駆となる

ものである。産業界においても,VANサ ービスを新たな ビジネスチャンス

と考え,本 格的なVANサ ービスの提供に向けて,こ の事業分野にどのよう

なかたちで参入す るか検討が進められている。例えば,先 の 「情報通信業実

態調査」によれば,VANサ ービスについて 「関心あり」 とする企業は145

社(95%)に のぼ り(第1-2-32表 参照),ま た,41社 が 「具体的な事業

化準備」あるいは 「提供の計画」を進めている(第1-2-33表 参照)。

(3)デ ータ通信の課題

データ通信利用の高度化 ・多様化に伴い,デ ータ通信が社会経済活動及び

国民生活に果たす役割は極めて大きなものとなっている。また,今 後におい

て も,電 気通信事業分野に競争原理が導入されることにより,電 気通信に対

する社会及び国民の多様なニーズにこたえて,民 間事業者の創意と工夫によ

り多彩で多様な電気通信サービスが提供されることが期待されているところ

であ り,こ の中でデータ通信 も一層飛躍的な発展が予想される。 しかし,デ

ータ通信に対する社会及び国民の期待にこたえ,デ ータ通信を発展させるた

めには,解 決すべきい くつかの課題がある。
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民間情報通信事業者におけるVANサ ー ビスへの関心度合

区 別 大 い に

関心がある
あ る 程 度
関心がある

関心はない 無 回 答 合 計

回答企業数
(Nニ153)

96 49 8 18 171

構成比(%) ・酬 32.1 5,2

第1-2-33表 民間情報通信事業者におけるVANサ ービスの

事業化意向

区 別 回 答企 業数

(N=171)

すでに提供するための準備を進めている 15

今後提供すべ く計画中である 26

提供したい と教 ているが・今のと・ろ計画・・な列 37

関心をもっているが何ら検討していない 48

提供予定はない 20

無 回 答 25

第1に,ネ ットワー ク化技術等 の開発 ・標準化がある。通信技 術 等 の 進

展,利 用形態 の多様化 に伴い異機種 コンビ_一 タ問,異 システ ム間の通信 に

対する 一一ズが高まってい る。そのため,多 種多様 なネ ッ トワークが相互 に

利用可能 となる よう網 間接続技術 の開発や技 術の標準化が不可欠な要件 とな

ってい る。

第2に,デ ー タ通信 システムの安全性 ・信頼性 の確保があ る。近年,デ ー

タ通信 システ ムは社会 の幅広い 分野で導入 されてお り,シ ステ ムの故障や人

為的妨害,自 然災害等 に より,デ ータ通信 システ ムが機能停止に陥 ると,社

会経済活動全般に大 きな混 乱を もた らす ことが予 想 され る。 このよ うな社会

のぜい弱性に対処す るため,電 気通信 システ ムの信頼性 向上や各種安全対策

を検討す る必要がある。

第3に,プ ライバシー保護があ る。デ ータ通 信の普及 ・発展あるいは情報

蓄 積量の増 大及び情報流通 の拡大に伴い,プ ライバシーの侵害等のおそれ も

一段 と高ま ってお り,プ ライバ シーやデ ータ保護 に関す る対策の早 急な確立
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が必要 となってきてい る。

第4に,デ ータベ ースシステ ムの開発 がある。 デー タベ ース シス テムが構

築 され,オ ンラインで提供 され るためには,情 報 を収集 ・整理 ・統 合 しデ ー

タベースを作成す ることと,そ のデ ータベースを提供す るため のデ ータ通信

システ ムの構築 が必要 であ る。

第3節 通信新時代の構築に向けて

1高 度化 ・多様化す る通信 メデ ィア

これ まで述 べてきた ように,情 報化の進展 と技 術革新 を背景に,次 々 と新

しい通信 メデ ィアの実用化 ない しは実用化に向けての研究開発が進め られ て

いる。 この ような状況 にある現代は,ニ ューメデ ィア時代 とも呼ぽれ ている

が,そ の主 な特徴 としては,第1に,情 報 ニーズが ます ます高度化 ・多様化

し,新 しい メデ ィアに対す る国民 ・利用者の ニーズもます ます高度 で多様 な

ものになってい ること,第2に,新 しい通信 メデ ィアが,従 来 の郵便,電 気

通信,放 送 とい った既存 メデ ィアの境界領域 に登場す るとい うメデ ィアの融

合現 象がみ られ ること,第3に,通 信 メデ ィアが ネ ッ トワー クで結 ぼれ,ま

す ます大 規模 化 してい るこ とな どが挙げ られ る。

(1)多 様 な情報 ニーズ

近年,就 業構造 の変化,都 市化 の進展,所 得水準 の上昇,教 育 レベルの向

上,余 暇時間 の増大等 の様 々な社会経済情勢 の変化を背景 に,人 々の意識 ・

価値観が多様 化 して きてい る。

第1-2-34表 は,テ レビ視聴率 の変 化をみた ものであ るが,視 聴率15.エ

%以 上の高視 聴率番組 の割合 は,52年 の2.9%が,58年 には1.0%に 低 下 して

きてお り,番 組選択 が分散 し,多 様 化 して きてい ることが うかがえ る。

一方 ,第1-2-35図 は,日 常 の家庭 生活 において関心のあ る情 報及び今

後得たい 情 報の種類について 調査 した ものであ るが,「 一般 ニュース」に対

す るニーズは相変 らず 高い ものの,生 活 の質の向上や多様な豊 か さを求め る
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視聴率別番組分布の推移
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(単位:%)
～齢
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聡 籍1計以上レ ・ 2.1 2,4 1.7 1.6 1・・11・ ・

灘1弟 デ1翫O%1…2・ …93・ ・31.92・ ・2・ ・

羅 翻%以 下1・ ・36・96・ ・i・ ・16・57・87・ ・

合 計
11…1…ll…1…1・ ・ ・ ・…1…

「全国視聴率調査」(NHK)に よる。

第1-2-35図 現在関心のある情報と今後得たい情報
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「家庭における情報通信サービスに関する世論調査」(総 理府)(58.8)に よ り作成

(注)「 今後得たい情報」は,二 つまでに回答を限定して調査した。

今 日の 傾 向を 背景 に,「 健康 ・医療情報」,「教育 ・学習」等,マ ス ・メデ ィ

ァ主体 の情報提供で は十 分対 応 しきれ ない個別的分野での情報 ニーズが高ま

ってい くこ とがわか る。
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こ うした ニーズの動向を考え ると,今 後各種 ニュー メデ ィアが実 用化 され

るにつれ,各 人が選択的 ・主体的に情報を入手で きる リクエス ト型 メデ ィア

第1-2-36図 ニ ューメディアによるサービスの利用意向

(鐵蟻1藩 戴難欝lll漏
ほ とん どお金 多少 お金が

がかか らない かかって も サー ビス を

な らサー ビス サービスを わから 受 けたい と

を受 けたい 受けたい ない は思わない

防災予知 ・広報 45.0 16.314.024.7

防災 ・防犯 38.6 21.312.927.2

在宅健康管理 43.7 20.813.1 22,4

テレビ電話 Ill川闇lll川1:1:ll{崖llll14・8138・1

在宅公共窓 ロサー ビス…… 35.2 9317。5 38,0

各 種 情報提供サービス…… 134.4
11ii§17.8

41.0

ホ ー ムバ ンキング 32.9 7616,4 43.2

交 通 情報提供 サービス…… 33.2
ロロ　　　　

6.916.9 43.0

在宅予約 mll:榊;lllll:輪118・71 43.0

ホ ー ムシ ・ッピング………lilll㈱ Ii川財:潤14・1 49.6

在宅学習 18.8.518.8 54.2

ペ イ テ レビ 1閣 ぢ:岩127・61 53.0

在宅勤務 1陥㈱23・ol 58.2 1

0 50 100%

(注)59年1月 調 査
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あ るいは双方 向型 メデ ィア等 の役割 が高 まってい くと考 え られ る。

第1-2-36図 は,こ うした ニューメデ ィアに よる種 々の情報通信サ ービ

スについて 利用意向を聞いた結果 である。 これ をみ ると,「 防災予知 ・広報

サ ービス」,「在宅健康管理サ ー ビス」等をは じめ,人 々の利用意向は多岐に

わた ってお り,こ うした新 しいサ ー ビスに対する人 々の ニーズの多様性が う

かが える。 ただ,「 防災 ・防犯サ ー ビス」等,有 料 で も利用意向が20%を 超

えるもの もあ る反面,有 料 ・無料を 問わず利用意向の低い もの もあ り,利 用

者各 自が,そ れぞれ新 しいサー ビスに対 して選択性を もってい ると考え られ

ることか ら,今 後の情報通 信サ ー ビスの提供に当た っては,利 用者 の選択志

向等 も十分考慮 してい くことが より重要 にな ると思われ る。

人 々の高度化 ・多様 化す る ニーズを満たすためには,メ デ ィアの高度化 ・

多様化に よ り,多 様で質の よい サー ビスを提供 してい く必要があ り,そ のた

めには,様 々の事業主体 がそれ ぞれその特徴を生 か したサ ー ビス提供を行 う

ことに よ り,利 用 者の選択 の幅 を増大 させて,利 用者 の便益 に資す ることが

望 ましい と思われ る。

(2)既 存 メデ ィア間の融 合

郵便,電 話,放 送 といった情報通信 メデ ィアは,書 き言葉,音 声,映 像等

の情 報を伝 える メデ ィア として,そ れぞれが固有 の歴 史 的 背 景,独 自の法

制,技 術等の基盤を持 ち,領 域 を異 に して共存 して きた。 しか しなが ら,近

年,電 気通信技術,交 換技 術等 が進むにつれて,こ れ まで別 々に発展を遂 げ

て きた これ ら既存 メデ ィア間の境界領域が不明確 とな り,固 有の特質 とみ ら

れていた情報 の伝送方式,表 示形態等が革新 され る形 でメデ ィアの融 合が進

んでい る(第1-2-37図 参 照)。

これを融合 の形態 でみ ると,電 気通信 と非 電気通信 の間では,物 理 的な移

動に よって情報 を伝 える非電気通信系 メデ ィアの情報伝送過程に電気通信 の

即時性を取 り入れ,例 えば信書等の輸送過程 の一部 にファクシ ミリ伝送 を取

り入れた電子郵便 が登場 してい る。 また,放 送電波の即時性,広 域 性を取 り入

れて 二一一ス記事 を送 る電子新聞が新たな メデ ィアとして考え られ てい る。
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第1-2-37図 メディアの融合概念図
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図ファクノミリ放送

パーソナル系
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データペース

電子郵便

データ通信 ファクシミリ

テレビジョン

狩 鍾放送

キャプテン

音声多重放送

双方向CATV

電話

テレビ会議

電気通信系メデ ィア相互間では現在のテレビジ ョン放送の音声信号のほか

に,別 の音声信号を重畳 して,二 か国語放送,ス テレオ放送等を可能とす る

音声多重放送,電 話の双方向性に映像を取 り入れ,テ レビジ冒ン画面を見な

がら隔たった地点相互間で会議を進めるテレビ会議等が登場 している。

マスコミ系とパーソナル系の間では,電 話の双方向性に映籐を取 り入れ会

話形式で映豫情報を検索するキャプテン,テ レビジョンに双方向機能を取 り

入れ視聴者応答サービス等を行 う双方向CATV等 が登場している。

このような融合は今後 も一層促進 される ものと予想されるが,こ れらの新

しいメディアは,そ の性質上既存 メディアと類似の機能を有 しているため,

既存 メディアとの間あるいは他の新 しいメディアとの間で新たな競合が生じ

っつある。 このような状況は利用老のメディア選択の幅を広げ利用者利益の
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増 大を もた らす ものであ り,今 後は こ うした メデ ィア間の競合に よるメ リッ

トを十 分生 か し,既 存 メデ ィアとの調和を図 りつ つサー ビスの提供の在 り方

等 について総合 的な検討 を行 ってい く必要がある。

(3)ネ ッ トワーク化 の進展

情報 化の進展 の中で,通 信 メデ ィアが発展 し,ネ ッ トワークの大規模 化の

動 向がみ られ るが,こ の動向 はデータ通信において特 に顕著 とな っている。

デー タ通 信は主 として,企 業内 システ ムを通 じて企業活動や社会生活 に深

く浸透 して きた が,近 年,デ ータ通信は企業 内利用 とい う範囲を超 えて,異

企 業間 さらには業界 と業界を結びつけ る大規模 なネ ッ トワーク化への動 きが

み られ る よ うになってい る。

例 えば,金 融機 関においては,す でに業態 別に現金 自動支払(CD)シ ス テ

が形成 され てい る(第1-2-38表 参 照)ほ か,48年4月 に発足 した全 国銀

行 データ通信 システム(全 銀 システム)は,54年2月 の相互銀行,信 用金庫,

農 林 中央金庫等 の加盟 に続 き,57年4月,59年1月 には,外 国銀行 が,さ ら

に,59年8月 に は信用組合,農 業協 同組合,労 働金庫が加盟 した こ と に よ

り,内 国為替業務を行 うすべての民 間金融機 関,約5,500機 関 の約4万 店舗

を結ぶ,為 替取 引の一 大ネ ッ トワー クを形成 してい る。一方,59年3月 には,

全 国約1万9千 の郵便局を結ぶ郵政 省の為替貯金 オンライ ンネ ットワー クが

第1-2-38表CD提 携 システムの概要(59年ll月 末現在)

区 別 悔 市銀行 信託銀行 地方銀行1相 互銀行 信用鋒

名 称

都 銀 キ ャ ッシ
ュサ ー ビス シ

ス テ ム

(BANCS)

信託 銀 行 オ ン

ライ ン キ ャ ッ
シ ュサ ー ヒス

シ ス テ ム

(SOCS)

地 銀CD全 国

ネ ッ トサ ー ビ
ス シ ス ァ ム

(ACS)

全国相互銀行

£曾委銭享鹸 勢駐
ム

(SCS)
ビス シ ステ ム

参 加 銀 行 数 13行 7行 63行 70行456金 庫

サー ビス 開 始

時 期
59.1 58.4 55。10 53.ll 55.ll

大 蔵 省,電 電 公社 資 料 に よ り作 成

(注)BANCSは,TOCS(都 銀 オ ンラ イ ンキ ャ ッシ ュサ ー ビス,55年4月 開始)

とSICS(6都 銀 オ ン ライ ン キ ャ ッシ ュサ ー ビス,55年3月 開 始)が 一 本 化 し

た もの
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完成 し,郵 便貯金,郵 便為替,郵 便振替 等の国民生活 に密着 した金融 サ ービ

スが,こ の大規模 ネ ッ トワークに よ り提供 され てい る。 さ らに,金 融 機関 と

企 業,家 庭等外部 とを接 続す るフ ァー ムバ ンキ ング,ホ ームパンキン グにつ

いて検討が進め られてお り,既 に一部 実施 され てい る。

また,販 売 ・流通業 界においては,ク レジ ヅ トカー ドによるシ ョッピング

データの交換を行 うCAFISシ ス テム(CreditAndFinanceInformation

SwitchingSystem:ク レジ ッ ト情報 データ通信 システ ム)の 導入 が進め ら

れ ているほか,消 費動 向の早期把握 に よる商品戦略 の樹立を可能 とす るため

のPOS(PointOfSales:販 売 時点情 報管理 システ ム)の システム化や こ

うした システム と代金 の支払 とを一体化 した システ ムについて検討 され てい

る。

この ような企業間 ネ ッ トワー ク化 の急速な動 きの要因 として,安 定経済成

長下 になってデ ータ通信 を企業間 の取 引活動等 に利用す るこ とに より,企 業

活動全体 としての一層 の合理化 ・効率化を図 る必要性が広 く認め られ て きて

いる ことが挙 げ られ る。 また,デ ータ通信を将来性 の高い ビジネスチ ャンス

と考 え,デ ータ通信 を用いた企業間 ネ ッ トワー クを基盤 として,既 存 のサ ー

ビスを よ り充実 した形 で提供 した り,あ るいは,従 来 にない新 しいサ ービス

を展開す る とい った多様な利用方法が着実 に検討 され る ようにな って きてい

る ことが挙げ られ る。

一方 ,企 業間 ネ ッ トワー ク化の要因 として,異 機種 コン ピー一 タ間,異 種

システム間 の通信を可能 とす るイ ンタフェイス技術 の進歩が挙げ られ る。 イ

ン タフェイス技術 の向上 に より,シ ステム間接続 に よるデータ通 信ネ ッ トワ

ー クの大規模化及び複数 のネ ッ トワー クの併存 が可能 となってい る
。 また,

57年10月 の データ処理 のため の回線利用 の 自由化 の中で,い わゆ る中小企業

VANサ ー ビスが制度化 された ように,企 業間接続 をサ ー ビス とす る電気通

信事業 に民 間企業 が参入 で きる ようになった こ とも,ネ ッ トワー ク化の機運

の高 ま りに対 して一つ の契機 とな った とい えるであ ろ う。

この ようなデータ通信 に対す るニーズの増大及び技術 の進展等 があ いまっ
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て,デ ータ通信 ネ ッ トワー ク化に対す る要請 が高 まってお り,あ ら ゆ る 業

務 業 界分野において ネ ッ トワーク化の検討,推 進 が行われてい くもの と予

想 され る。

また,デ ータ通信 システ ムのネ ットワー ク化 の進展 と並行 して,フ ァクシ

ミリ通信や ビデ オテ ックス等の新 しい通信 メデ ィアについて も,そ のネ ッ ト

ワー クの形成がみ られ るとともに,CATVに つ いて も大規模化,双 方 向化

の動 きがあ り,こ れ らの通 信 メデ ィアについて もネ ッ トワーク化 の進展が予

想 され る。

今後,電 気通信ネ ッ トワークは,各 通信 メデ ィアの ネ ットワー ク の 高 度

化 ・複合化の様相 をみせつつ,多 層的な トータル ネ ットワークの形成 に向け

て発展 してい くことが期待 され てい る。

2多 元的構造への展開

(1)多 元的構造への要請と競争原理の導入

ア.多 元的構造への要請

これまで,電 気通信事業では,戦 争によって荒廃した電気通信設備を速や

かに復興 し,一 日も早 く,加 入電話の積滞を解消するとともに全国自動即時

化を実現することが,最 も重要な課題であ り,国 民 ・利用者の希求するとこ

ろでもあった。このため,電 電公社は,6次 にわたる長期拡充計 画 を 策 定

し,鋭 意電気通信ネットワークの整備拡充に努め,こ の二大目標の達成を実

現した。

今 日,我 が国は,情 報化の著しい進展の中で,高 度情報社会への転換期を

迎えようとしている。電気通信は,あ らゆる人が必要な情報を容 易 に 入 手

し,利 用 し,伝 え合 うことができる多層的な トータルネットワークの構築を

通じて,豊 かな国民生活の実現,産 業経済の活性化及び地域社会の自立的発

展を達成するため,社 会先導的な役割を果たすことが期待されている。

また,近 年,電 気通信技術の著 しい発展に伴い.新 しい通信 メデ ィアが次

々と実用化されるとともに,イ ンタフェイス技術の進歩により複数の電気通
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信 ネットワークの併存が可能となっている。電気通信に対するニーズは・加

入電話の需要が充足されるにつれて次第に高度化 ・多様化してきている。今

や,多 彩なサービスを利用者が幅広 く選択できるようにすることが,利 用者

の利益を増進するものと考えられるに至っている。

このような技術の進展,一 一ズの多様化等電気通信をめ ぐる諸情勢の変化

の中で,利 用者利益を確保 し,ま た,電 気通信に対する社会の期待にこたえ

ていくためには,サ ービスの提供主体を多元化して,利 用者ニーズに応じた

多彩なサ ービスを各事業者が創意と工夫をもって提供できるようにするとと

もに,電 気通信事業分野に競争原理を導入し,電 気通信事業の一 層 の 活 性

化,効 率化を促 し,事 業を一層発展 させてい く必要がある。電気通信事業を

長い歴史をもつ独占体制か ら転換 し,こ れに代わる競争原理を導入 した新 し

い時代を構築 していくことが,高 度情報社会の形成に向けて我が国の発展を

図るために必要不可欠なものとなっている。

イ.競 争原理の導入

電気通信事業分野に競争原理を導入し,国 民 ・利用者の利益の増進に資す

るためには,新 規参入を単に制度的に可能とするだけでは不十分であ り,競

一争原理が十分機能する事業環境を整備してい くことが必要である。

このため,ま ず,新 規参入が実質的に実現するための施策が必要である。

既存事業者が享有している優遇措置(土 地利用特権や周波数の優先的利用)

を新規参入事業老にも及ぼすことや,既 存事業体が保有する経営 ・技術情報

を適切な条件のもとに開示するなど電気通信事業者相互間のイコール ・フッ

テ ィングを確保する必要がある。

また,そ のほかに,有 効かつ公正な競争条件を確保するため,次 のような

点について十分配意する必要がある。

第1に,電 気通信ネ ットワークの相互接続の確保であ り,新 規参入事業者

のネットワークが既存事業者のネ ヅトワークに適正な条件の下で接続できる

ようにする必要がある。

第2に,内 部相互補助の抑制であ り,既 存事業体がその市場支配力を背景
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に競争制限的な内部相互補助を行 うことのないようにしていく必要がある。

第3に,既 存事業体の業務範囲の見直 しである。電気通信サービスには,

電信電話やデータ通信,端 末機器提供サービスまで多種多様なものが含まれ

てお り,競 争の進展度合等を考慮 した上で業務分離を行 うことも,公 正な競

争を確保す る上で有効な手段であると考えられる。

第4に,適 正な料金政策である。料金問題はこれまでにも遠近格差の是正

等利用者の立場からの指摘がなされているが,新 たに,有 効な競争を確保す

る見地からも,技 術の発展動向を踏まえた料金政策の在 り方について検討す

る必要がある。

(2)諸 外国の動き

我が国においては,高 度化 ・多様化する情報ニーズと技術開発の進展によ

り,衛 星通信,衛 星放送,キ ャプテンシステム,VAN等 の様々な新 しいメ

デ ィアが登場するに伴い,電 気通信事業分野に競争原理を導入 しようとする

動きなどがみられ,大 きな変革の時代を迎えようとしている。

こうした電気通信の自由化の動きは,諸 外国の中で,特 に,米 国と英国に

おいて顕著になってきている。

ア.米 国

米国では,1934年 に通信法が制定され,規 制機関として連邦通 信委 員 会

(FCC)が 設立された。 公衆の利益の確保と保護を 目的とするFCCは,

当初,そ の目的達成手段として,い わゆる規制下の独占政 策 を とっていた

が,そ の後,競 争を可能とする需要の増大と技術開発の進展,並 びにこれら

を背景とした電気通信事業分野への新規参入意欲の高まりを受けて,端 末機

器分野における自由化,回 線分野における新規参入の許可 といった競争導入

・促進政策を展開し始めた(第1-2-39表 参照)。

アメリカ電信電話会社(AT&T)が 独占的なシェアを占めていた電話サ

ービス分野に競争原理が導入される契機となった,1969年 のマイクロウェー

ブ ・コミュニケーションズ社(MCI)に かかる裁定において,FCCは,

競争を導入すべきと判断 した理由として以下の点を挙げている。①特殊通信
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第1-2-39表

論

米国における競争導入 ・促進政策の経緯

年1 事 項

1934

1956

1968

1969

1971

1972

1973

1975

1978

1980

1982

1984

・通信法の制定及び通信法に基づ く規制機関FCCの 設立

・1946年独禁法訴訟に対する司法省とAT&Tの 和解成立,同 意審決の発効

・自営端末機器と公衆網の接続の承認(カ ーターホン裁定)

・市外専用線分野への特殊通信事業者の新規参入の承認(MCI裁 定)

。データ処理サービスを非規制とする第1次 コンピュータ調査の最終決定

・国内衛星通信分野への自由参入を認めるオープンスカイ政策の採用

・付加価値通信事業者の許可(パ ケット・コミ_ニ ケーショソズ社(PCI)

のパ ケット交換網の建設を許可)

・FCCに 登 録された端末機器は,自 由に公衆網に接続できる端末機器登録

制度の採用(裁 判のため実施は1977年 となる。)

・市外通話分野への参入の自由化(MCIの エグゼキュネットサービスを認

める最高裁判決)

・高度サービス及び宅内機器を非規制 とする第2次 コンピュータ調査の最終

決定

・1974年独禁法訴訟に対する司法省とAT&Tの 和解成立,新 同意審決の発

効

・AT&Tは22のBOCsを 分離 し,組 織を再編成

事業老の参入により,増 大かつ変容する需要を最 も満足させるような,幅 広

い選択と柔軟性を利用老に与えることができる。②通信サービスに対する多

様な需要が生じてお り,そ のすべてを効率的,経 済的かつ迅速に満たすには

巨大な資本が必要であ り,AT&Tの みではその責任を遂行するのは困難で

あ り,新 規参入によりその責任が分散でき,現 在又は将来の需要に応ずるこ

とができる。③競争導入により,合 理的料金で適切かつ効率的サービスを提

供するための有効な調整が図られる。

このような政策の下,MCI等 の特殊通信事業者,USテ レホン社等の再

販売通信事業者,サ テライ ト・ビジネス ・システムズ社(SBS)等 の衛星

通信事業者らの参入が相次ぎ,利 用老は どの会社の長距離通信網に加入する

か自由に選択できる状況となった。 しか し,AT&T以 外の会社を利用する

場合,余 分に11ケ タのダイヤルを要するなど各社の競争は平等な条件下にお

かれたものではなかった。こうした中で,AT&Tに 対 し反 トラス ト訴訟を
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起 こ していた司法省 とAT&Tの 間 に,1982年,和 解が成立 し,新 しい同意

審決が発効 した。 この同意審決 に より,①AT&Tは,デ ータ処理 ・通信及

び宅 内機器販売分野への参入 の道 を開いた一方で,②AT&Tは,22の ベ ル

系電話運用会社(BOCs)を 分 離 し,③ 新た に独立 して市 内通話サ ービスを

提供す ることとな ったBOCsは,1986年9月 までに,市 内ア クセ スを 望む

すべての 長距離通信事業者 に 同一 の条件(料 金,形 態,品 質等)で,BOCs

の 回 線を利用 させる こととな った。

1984年1月,AT&Tは,22のBOCsを 分離 し,長 距離及び 国際通信を

提 供す るAT&Tコ ミーニケーシ ョンズと,通 信 ・情報機器の研究開発,製

造 販売を行 うAT&Tテ クノ ロジーズに組織を再編成 した。今後,長 距 離分

野では,接 続条件等 の同一化が進むにつれ,先 に述べた ような利用老の不便

が解消 され,ま た市 内分野で は,過 渡的現象 としての値上げ等 は あ る も の

の,独 立採 算制 に よるこ ととな った各社の合理化 ・効率化 とい った経営 努力

が進め られ,利 用者 の利益は増大 して行 くもの と考 えられてい る。

イ.英 国

英 国の電気通信 は,1969年 以 来,英 国郵便 ・電 気通信公社(BPO)に よ

って独占的 に運営 されて きたが,保 守党政権 の電気通信 自由化政策に より,

BPOの 郵 便事業 と電気通信事業の分離,端 末機器 の自由化等を内容 とす る

英 国電気通信公社(BT)法 が 成立 し,自 由化へ の第1段 階を迎えた(第1

-2-40表 参 照)
。

1981年7月 に成立 したBT法 では,従 来 と同様 にBTに 対 して電気通信 シ

ステム運営 の独 占権が与え られているが,電 気通信 システ ムの運営等 の免許

は,BTの ほか新た に産業大臣 も付与す る ことが でき,こ れ らが付与す る免

許 に基づ く運営 はBTの 独 占権の侵害 とはならないとな ってお り,実 質的に

はBT以 外 の通信事業老の参入が可能 となった。

これに よ り,1982年2月,BTと 競 合す る独 自の電気通 信網 の設置,運 用

を 申請 していたマ ーキ ュ リー(発 足 当初,ケ ーブル ・ア ン ド・ワイヤ レス社

(C&W),ブ リティ ッシュ ・ペ ト目リアム社(BP),バ ー クレイ銀行に よ
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第1-2-40表 英国における自由化の動向

年 月 事 項

1979.9

1980.11

1981.7

〃lo

1982,2

〃7

〃11

1983.5

1983.6

1984,4

〃8

(第1次 保守党政権)

政府,郵 便及び電気通信事業の改善案を発表

英国電気通信公社(BT)法 案,議 会に上程

「BT法 」の成立

BTの 発足

産業大臣,マ ーキュリーに免許付与

産業大臣,BT民 営化に関する方針を発表

英国電気通信法案,議 会に上程

英国電気通信法案,議 会解散のため廃案

(第2次 保守党政権)

英国電気通信法案,再 度議会に上程

rl984年 英国電気通信法」の成立

英国電気通信会社の発足

るコンソーシアム(共 同企業体)で あったが,1984年5月,8月 と続けてパ

ークレイ銀行 ,BPが 撤退 した。)に免許が付与され,ま た,1982年10月 か

ら,付 加価値通信事業者に一般免許が付与された。こうした電気通信分野の

自由化に対応 して,BTは 料金体系の見直 し,デ ィジタル通信サービスの拡

充等に努めている。

また,経 済,産 業の活性化を図るため,広 範囲な分野にわたって国営企業

の民営化に取 り組んでいる保守党政権は,電 気通信分野においても,電 気通

信自由化の第2段 階ともいえるBTの 民営化を目指 し,1982年7月,産 業大

臣は,英 国議会において 「英国の電気通信の将来」とい う声明でBT民 営化

の方針を発表 した。 この声明の中では,よ り安定 した料金 ,よ りよい効率,

より高品質なサービスというものは消費者の選択と市場における試練を通じ

て達成 し得るものであるという,BT民 営化に当たっての考え方を明らかに

している。

その後・1984年4月 に 新たな電気通信秩序の形成を主目的とした1984年

電気通信法が制定 された。同法では,BTの 独占権を廃止 し,規 制機関とし
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て電気通信庁(OFTEL)長 官 を設置 し,電 気通信 システムを運営 する もの

は,大 臣又 は長官が交付す る免許を受けなければならな くな り,BTは 電 気

通 信システム運営者 の一つ として位置付け られ るこ とにな った。

また,こ の法案が審議 されていた1983年11月 の下院通信委員会において,

政 府 は今後7年 間,新 たな公衆電気 通信事業老 をマーキ ュリー以外 認め るこ

とはない との方針を 明らかに した。 これ は,新 た な電気通信網の建設 には巨

額 な投 資 とこれ らの投資か ら収益を得 るまでにはかな り長い期 間が必要 とさ

れ,ケ ーブルの敷設あ るいは無線周波数 の割 当てに関 し,諸 制 約があるため

としている。

なお,BTの 承継 会社 である英 国電気通信会社(BritishTelecommunica-

tionsplc)へ のBTの 権 利 債務 の譲渡 に関す る規定は,1984年8月6日 に

施行 された。

3総 合的な基盤整備の推進

高度化 ・多様化する利用者 ニーズに対応 し,産 業経 済の活性化 と豊かな国

民生活の実現に向けて,通 信がそ の重要な役割を果た してい くためには,競

争原理を導入 してい く必要 のあることは既に述べた とお りであ るが,そ れ と

ともに高度情 報社会形成 の基盤 とな る多層的な トータルネ ッ トワー クの構築

や技術開発等を総 合的に推進 してい く必要があ る。

(1)多 層的 な トータルネ ッ トワー クの構築

ア.新 たなネ ッ トワー クの構築

現在,我 が 国で は,電 話網をは じめ,加 入電信網,デ ータ通信網 等,各 種

通信網が個別 に構成 され てい る。 しか し,最 近 では,デ ィジタル技 術や光 フ

ァイバ通信技術等 の発達に よ り,種 々の電気通信網を一つの ネ ッ トワー クに

統合す るこ とが可能 とな り,統 合 され た電気通信網を基礎 として,種 々のサ

ー ビスを提供するサー ビス総合 デ ィジタル網(ISDN:IntegratedServices

DigitalNetwork)を 構築 する ことが当面 の重要課題である と考 えられ るよ

うになった。現在,国 際電気通 信連合(ITU)の 国 際電信電話諮 問委員会
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(CCITT)を 中心 に国際的 な検討が進め られてい る
。

我 が国では,こ の流れ の一環 と して,電 電公社に よ り高度情報通信 システ

ム(INS:InformationNetworkSystem)構 想(第1 -2-41図 参 照)が

進め られてお り,59年9月,東 京の三鷹 ・武 蔵野地 区において実験 が開始 さ

第1-2-41図INS概 念 図
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れ た。 この実験で提供 され るサ ービスの概要 は,第1-2-42表 に示す とお

りである。

電気通信網 の統合 は,通 信網の提供者に とっては設備共用に よる経済性 の

向上 等のメ リッ トがあるとともに,サ ービス利用老 に とっては,各 種の通信

サ ービスを同一 の通信網か ら容易に得 られ るとい うメリッ トが ある。

さ らに,今 目では,DDX網 や ファクシ ミリ通信網 にみ られ るよ うに,電

気 通信網は,単 に通信 に係 る電気信号を忠実に伝 送す るだけでな く,各 種の

蓄積交換 ・処理の機 能 も包 含で きる ようにな った。

第1-2-42表 モデルシステムにおける主なサービスの概要

区 別 サ ー ビ ス 概 要

静
止
画
通
信

画 像 情 報
提供 サ ー ビス

自 然 画 情 報
提供 サ ー ビ ス

フ ァ ク シ ミ リ

情 報 提 供 サ ー ビ ス

ホ ー ム シ ョ ッ ピソ グ

サ ー ビ ス

ホ ー ムパ ン キ ン グ

行政情報 サ ー ビス

展 示 サ ー ビ ス

文字,カ ラー簡易図形による各種情報を会話形式で提供。音

声による操作ガイ ド付き。ハードコピーも可能

高精細静止画,カ ラー自然画による各種情報を会話形式で提

供。音声による説明付き。ハードコピーも可能

マ ー ク シ ー トで指 定 した セ ン タの 情 報 を コ ー ドパ タ ー ン変 換

し,案 内 画 面 と して提 供

IP(デ パ ート,ス ーパ等の情報提供者)に より提供され,

キ ャプテンセンタ,DEMOSセ ンタ,VRSセ ンタに登録さ

れた商品情報,催 物情報の案内。ショッピングの対象は物品

販売のみ

振込通知等の通知業務,預 金残高照会等の照会業務 振込一

振替の資金移動業務等

キャプテン,VRSを 利用した地域情報案内,フ ァクシミリ

を利用 した住民票等の転送

新聞記事 ・企業情報提供サービス,各 種マイコン案内サービ

ス,道 路交通情報案内サービス,旅 行案内予約サービス,高

度技術計算サービス及びホームセキュリティサービス等将来

のサービスの実演

電電公社資料により作成
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今後 は,端 末機器 のイソテ リジ ェン ト化,サ ー ビス複合化 の動 向とあい ま

って,提 供サ ー ビスの高度化 ・多様化が期待 され る。

イ.テ レ トピア構想

情報通信 システ ムは,高 度情報社会の重要 なイ ソフラス トラクチ ャーであ

り,産 業振興,地 域振興等の多元的観点か ら,そ の整備 ・普及を図 ってい く

必要が ある。 ことに,人 間中心の豊 かな社会を実 現す るためには,活 力 ある

安全で快適な地域社会に向けて,そ れぞれの地域 が 自立的発展を図 ってい く

必要があ り,こ うした地域振興 の観 点か ら,各 地域社会 で も情 報通信 シス テ

ムへの認識が高 ま りつつある。

高度情 報社会に向けての新 しいイン フラス トラクチ ャーの整 備に当た って

は,全 国 レベルのネ ッ トワー クの整備 とと もに,こ れ と有機 的に結 びつ く地

域に密着 した情報通信 システ ムの整備 も重視 され る必要 があ り,ま た地域特

性を踏 まえた 二 凸一 メデ ィアの普及促進 も重要 となる。

郵政 省が,58年8月 に提 唱 した テ レ トピア構想(正 式名称 は未来 型 コ ミュ

ニケーシ ョンモデル都市構想)は ,こ うした背景を踏 まえ,国 民的視 野に立

って,望 ま しい 二凸一メデ ィア普及 の方 向を見 出す必要性 か ら生 まれて きた

ものであ る。 テ レ トピア(Teletopia)と は,テ レコ ミュニケ ーシ ョン(Tele-

communication=電 気 通信)と ユー トピア(Utopia=理 想 郷)の 二つ の言葉

を合わせた,こ の構想の一 般名称であ る。

テ レ トピア構 想では,全 国 レベルのネ ッ トワーク形成 に加 えて,新 たに未

来型 コ ミ凸ニケーションモデル都市(以 下 「モデ ル都市」 とい う。)に様 々な

ニューメデ ィアを導入 し,全 国的普及 の拠点 とす る とともに,そ の実用的運用

を通 じて地域社会 に及 ぼす効果 や影響,問 題 点の把握等を行 うこ ととしてい

る。そ のイメージは第1-2-43図 の とお りであ り,究 極的には,21世 紀 に

向けた,我 が国全体の高度情報社会へ の変革に資す るこ とを 目的 としてい る。

国民 ニーズの高度化 ・多様化 及び地域 の抱 える問題の多様性を考え ると,

今 後,各 地域社会 の 目標 とすべ き発展 の方 向は様 々であるため,モ デル都市

のイメージについ ても多 くのタイプが考 え られ るが(第1-2-44表 参 照) ,
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テレ トピア構想のイメージ

テレ トピア構想

(未来型 コ ミュニ ケー シ ョンモデル都市構想)

大 都 市

キャプテンセンタ画
データペースセンタ

o
通信手段

・衛星通信

・光 フアイバ

各地方モデル都市

(、落鞠 キ・テ・ζ護

双方向
CATV

地 域
INS

(家 庭分野)
。ホームシ ョ ソピング
。ホームパンキ ング
。在宅学 習 など

び 三1

棄'.1、 、

!

o
塵
鶴錫拶

(産菜分野}
。オフ ィスオー トメーシ ョン
。テレビ会縦 な ど

〔社会分野)

。コ ンピュータ利用

塵 教育システム(学校)

。医療情報システム

≡ 茎(病 院)

ヨ;.行 政情報シス1論
、,な ど

これ らは,あ くまで も各地域が 自らの地域社会発展の一助 として,ど の よ う

な 二み一メデ ィアを導 入 してい くかを 検討す る際の 参考に 資す るもので あ

り,基 本的には,地 域 の主体的 な企画,創 造性に基づ くユー一 クな都市づ く

りが行われる ことが望 まれ てい る。
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第1-2-44表 モデル都市のイメージ(テ レトピア ・タイプの想定)

〈設定されたタイプ案〉<導 入が考えられるシステム・サービス例>

1A・ … 一テ・・タウ・型1['耀 碁瓢 賀奪デオテ・クスを利用した]

1・・福 祉 ・医 療 到[:灘 麟 錘顕;会 等

i・・研 究 学 園 型1[・ ・AI・ 学術情轍 索システ・等

・・伝 統 ・地 域 産 業 型 【[・中小蝶 向騰 艮システ・等

匡 先 端 産 業 型1[:罐 轡 鷲 ス華ム

匡 先 進 農 業 型[鱗 難 齢 薙 等

1・・都 市 問 題 対 策 型1[:騰 翻 灘 芸奪テム

1H吻 流 ・ 商 流 型1[:囎 騨 斐子羅 一クシステム

11湖 光・… 一一シ・ン型[:轡 蒐灘 疲 饗 テム

巨 ・国 際 交 流 型[構 融 騨 芸奪テム

IK灘 島 振 興 型[・ 鵬 医麟 報システ・等

]

ユ

ユ

]

]

]

]

]

]

]

郵政省では,今 後,モ デル都市の指定を希望する地方公共団体からの基本

計画の提出を受け,59年 度末までにモデル都市の指定(全 国10地域程度)を

行い,関 係行政機関と連携 しつつ,テ レトピア構想の推進を図ることとして

いる。

(2)技 術開発の推進

効率的かつ信頼度の高い多層的な トータルネットワークを構築す るために

は,そ の前提となる技術開発を推進する必要がある。特に,標 準化の推進,

安全性 ・信頼性対策の確立,研 究開発の推進が重要である。
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ア.標 準化の推進

現在,通 信ネ ットワークを構成 している端末機器は,電 話機をはじめ,コ

ンピュータ,デ ータ端末,フ ァクシ ミリ等多岐にわたっているが,第1-2

-45表 のように相互に接続可能な端末機器は
,デ ータ通信を除けぽ同一種類

の端末相互に限定されている。

今後は,イ ンテ リジェン ト化 ・複合化した各種端末機器が,ネ ットワーク

に接続されること,通 信処理機能等の処理機能を有する機器がネットワーク

に接続されること,複 数の電気通信事業体間での網間接続が行われることな

どにより,そ の接続形態はますます多様化するものと考えられる。

このような状況の中で,異 なる端末機器 ・各種システム相互間の円滑な通

信の確保,相 互接続のための変換機能の開発等資源の効率的な利用を実現す

るため,通 信インタフェイス,通信手順及び通信品質の標準化が必要 となる。

標準化の対象としては,

① ネ ットワークと端末機器 との接続基準

② ネ ットワークに通信処理装置やデータ処理装置等のシステムを接続する

場合の接続基準

③ 端末機器及び各種システム相互間の通信規約

④ 異なるネッ トワーク問を接続するための接続基準

⑤ ネ ットワーク自体の品質基準等

第1-2-45表 相互接続可能な主な端末機器

相互接続の
種 類

同 じ種類の
端 末 相 互

異なる種類の
端 末 相 互

音 声

・電話機相互

デ タ

一ホ ス ト コ ン ピ ュ ー タ 相

互

・パ ー ソナ ル コ ン ピ ュ ー

タ 相 互

・ホ ス トコ ン ピ ュ ー タ～

デ ー タ端 末

画 像

・テ レテ ッ クス端 末 相 互

・フ ァ クシ ミ リ

(

G3機 相互

ミロファクス相互

専用手順機相互
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が挙げ られる。

標準化を推進するに当たっては,通 信サービスの提供の確実性が保証され

ること,通 信の秘密が確保されること,ネ ットワークや端末の発展を促進す

るものであること,よ り良い通信品質が確保されること,緊 急災害時や過疎

地及び福祉用の通信サービス提供に資すること,と いった条件を考慮する必

要がある。

また,標 準化については,今 後も国が中立的な立場から,利 用者,電 気通

信事業者,製 造業者等各界の意見を十分反映 し,か つ国際的協調にも配意 し

ながら標準化の推進を行 う必要がある。特に,ISO,CCITT等 の国際標準

策定の場において,一 層の貢献を行 う必要がある。

イ.安 全性 ・信頼性対策の確立

多層的な トータルネットワークは,社 会 ・経済の活性化を促進 し,豊 かな

国民生活を実現すると同時に,反 面,依 存度増大に伴い,自 然災害,シ ステ

ム障害等によるシステムの機能停止がネヅトワーク全体に影響を及ぼし,社

会 ・経済活動に多大の支障を もたらす恐れがある。さらに,個 人情報の蓄積

の増大に伴い.個 人のプライバシーを脅かす可能性 も予想される。 したがっ

て,そ の効用を享受するためには,こ のようなぜい弱性を克服する必要があ

り,安 全性 ・信頼性の確保に向けて最大限の配慮を行 う必要がある。

安全性 ・信頼性対策を考慮す る場合,障 害等の発生原因がシステムの外部

にあるか内部にあるか,ま た人為的な原因による場合は故意によるものかよ

らないものかといった要因で発生原因を分類 し,そ れぞれに対する効果的な

対応手段を講 じることが必要である。

その対策としては,第1-2-46表 のとお りハー ドウェア ・ソフ トウェア

等技術的なもの,プ ライバシー・データ保護等に関する法制度面での対策等

国 ・地方公共団体等を中心に進める制度的なもの,及 び,障 害発生時の損害

を補唄する保険によるもの,と いった対策に大きく分類す ることができる。

制度的対策 としては,安 全性 ・信頼性対策を実施するに当たっての過大な

負担を防止するとともに,あ わせて対策の必要性の認識を深め,そ の充実を



第1-2-46表 安全性 ・信頼性対策一
整
楚

毒

漢

劣

整髭

玄

劣

シ

ろ
ア
ム

外部

シ内

ろ
ア

ム部

シ

ろ
ア
ム

外部

シム
ス内
テ部

・自然災害(地 震,風 水害,

火災その他)

・停電

・利用者の過失等(誤 操作)

・機 器 等 の故 障

・設 計 や ソ フ トウ ェア開 発,

運 用上 の ミス,エ ラ ー

・利用者等外部の人による犯

罪 ・不正行為(セ ンタや伝

送系の破壊行為),(盗 聴,

不正アクセスによるデータ

破壊等)

・システム内部の人間による

破壊,犯 罪行為

技 術 的 対 策

・機器,建 造物等の強化,分 散化

・重要データのファイルに関する二重化

・衛星通信等を利用した回線の多ルー ト

化

・自家発電装置,予 備バ ッテリーの設置

等による停電対策

・素子を含む機器類の高信頼化技術の開

発

・機 器 ,建 造 物 等 の強 化,分 散 化

・デ ー タの 暗 号 化

・ア クセ ス コン トロー ル

。デ ー タの 暗 号 化

・ア クセ ス コ ン トロー ル

制 度 的 対 策

・ガイ ドライン制定(安 全 ・

信頼性基準)

・ネットワークの安全性 ・信

頼性の評価制度の導入

・プライバシー,デ ータ保護

に関する法制度の充実

そ の 他

・情報化に

関する保

険制度の

適用

N

θ

【

δ
ゆ

1
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期すために,安 全性 ・信頼性確保のあるべ き姿を合理的かつ明確に示 した適

正な基準の存在が不可欠である。 このため,現 在データ通信ネットワークの

安全性 ・信頼性を確保する上で採用することが望ましい措置の基 準 と して

「データ通信ネ ットワーク安全 ・信頼性基準」(昭 和57年 郵政省告示第771号)

が制定されている。さらに,個 々のデータ通信システムの高度化 ・ネ ットワ

ーク化を促進するため,各 種データ通信システムの通信方式や安全性 ・信頼

性に関する状況を公開する必要があ り,58年2月 か ら実施されている 「情報

通信ネ ットワーク登録規程」(昭 和57年 郵政省告示第904号)は 一定の レベル

の安全性 ・信頼性確保措置をとり,標 準の通信方式を用いている情報通信ネ

ットワークを登録 ・閲覧可能としたものである。

ウ.研 究開発の推進

電気通信分野の研究開発は,国 及び電気通信事業体による先端的基礎的研

究開発,並 びに,企 業性の追求の下に応用技術を主体とする民間 の研 究 開

発,さ らに,こ れらが有機的に結合された共同開発体制によって世界の トッ

プレベルに達 している。 このため通信メディアの高度化 ・多様化が進展して

いる。

今後,高 度清報社会に向けて,新 しい通信メデ ィアの円滑な導入 と普及促

進を図るためには,伝 送技術,交 換技術や自動翻訳電話のような言語に関す

る技術等の研究開発が重要となる(第1-2-47表 参照)。

電気通信分野は,そ の技術先端性と成長産業としての重要性から欧米諸国

を中心に世界各国とも高度化等諸方策を講 じてお り,今 後の研究開発で欧米

と対等の地位を確保する上からも,な お一層強力かつ効率的な研究開発の推

進が必要である。

このためには,国 及び電気通信事業体の研究開発の活性化を進めるととも

に,民 間の自主的研究開発に期待 し,相 互の競争体制を確保する一方,基 礎

的研究部門においては技術力の結集を図 り,デ ータベースの構築,研 究機関

相互間の人材交流等を行 う必要がある。

さらに,研 究老 ・技術老等の人材の養成 ・確保も不可欠である。
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研究開発を推進すべき内容

領 域1 項 目

伝 送 関 係

交 換 関 係

ネ ッ トワー ク関 係

処理関係(通 信処
理,デ ータ処理)

端 末 関 係

そ の 他

・光 ファイバケーブル

・光海底ケーブル

・光デバイス(発 光索子,受 光素子,コ ネクタ,中 継器,合 ・

分波器)

・DSU(宅 内制御装置)

・多重化伝送方式

・衛星通信

・無線通信用デバイス

・交換機用デバイス

・広帯域交換機

。交換機用 ソフトウェア

・イ ソ タ フ ェイ ス

・ネ ッ トワ ー ク構 成

・通 信 処理 用 コン ピ ュー タ

・通 信 処理 用 コン ピ ュー タ

・第5世 代 コン ピ ュー タ

・マ ン マ シ ソ ・イ ン タ フ ェイ ス

・移 動 通 信用 機 器

・周 辺 機 器

・デ ー タベ ース

・自動 翻 訳 電 話

また,ネ ットワーク化の進展に伴って,一 定の水準を持った電気通信関連

技術者,コ ンサルタン ト等への要請が増大す るものと考えられるため,電 気

通信技術に関する資格制度の設置,コ ンサルタン トの育成等を図 り,技 術者

の養成を促進する必要がある。

(3)高 度情報社会の形成に向けて

成熟化,国 際化,高 齢化,情 報化等の社会情勢の変化に対応 しつつ,来 る

べき21世紀に向けて,豊 かな国民生活や社会 ・経済の効率化 ・活性化を実現

してい くためには,通 信メディアそれ自体の高度化 ・多様化を進めていくと
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ともに,提 供する情報内容の充実や多様性の確保といった面にも十分配慮 し

て,通 信 メディアの発展を 図ってい くことが 極めて重要で あると考えられ

る。

しか しながら,通 信メデ ィアの発展は,国 民生活においては生活様式の変

化や思考パターンに影響を与えるとともに,産 業界においても,ネ ヅトワー

クの進展等により異業種間の融合や競合を生 じさせ,業 界自体の構造を変化

させるなど多大な影響を与えるものと予想される。

また,新 しいネ ットワークの構築や高度なデータベースの構築には相当の

期間と資金を要するものである。

このような状況の下において,高 度情報社会を早期に実現してい くために

は,そ れぞれの通信メデ ィアがその特性を生か しながら,関 係分野と整合性

を保ちつつ,調 和ある発展を遂げていくことが必要不可欠なものとなってい

る。このため,国 としても,長 期的 ・総合的な指針を策定 し,電 気通信分野

における競争原理の導入をはじめ,多 層的な トータルネットワークの構築や

技術開発の推進等,通 信メデ ィアの高度化 ・多様化のための施策を調和のと

れた形で推進 してい くことが必要である。


